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団体の定義は、地方自治法第 1 条の 3 において、「地方公共団体とは、普通地方公共団体
である都道府県、市町村、および特別地方公共団体である特別区、地方公共団体の組合、
財産区である」と示されている。 
 地方自治体に属する資金は、図表 1－1 のように公金として分類される。公金とは地方
公共団体の会計および基金に属する資金である。歳計現金は、地方自治法第 235 条の 4
第 1 項では「普通地方公共団体の歳入歳出に属する現金」とされているが、地方公営企



























































































































 地方自治法第 2 条第 14 項に関連する地方自治体の財政に関しては、地方公共団体の財







図表 1－3 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率算定式 
出所：地方財政調査研究会『平成 29 年度地方公共団体財政健全化制度のあらまし』地方財務協会、 
   2017 年、6 頁。 
 







        一般会計等の実質赤字額 
実質赤字比率＝ 
          標準財政規模 
 
          連結実質赤字額 
連結実質赤字比率＝ 
          標準財政規模 
 
        （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 
         （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額） 
実質公債費比率＝ 
         標準財政規模 ―（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額） 
 
         将来負担額 ―（充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 
           地方債現在高等に係る基準財政需要額参入見込額） 
将来負担比率＝ 




















図表 1－4 現金出納および短期資金調達の目的に関する法令 
活動 目的に関係する法令等 
現金出納 

































図表 1－5 現金保管の目的に関する法令等  
地方自治法第 235 条の 4 第 1 項 
普通地方公共団体の歳入歳出に属する現金は、政令によるところにより、最も確実か
つ有利な方法によりこれを保管しなければならない。 
































































 資金調達に関しては、現金の保管に関する規定（地方自治法第 235 条の 4）「最も確実
かつ有利な方法によって保管しなければならない」や基金運用に関する規定（地方自治







 ところが、図表 1－7 が示すように、総務省「地方債同意基準」（平成 29 年総務省告示
第 139 条）は地方債の償還年限は建設した施設の耐用年数の範囲内で上限 30 年（地方
公営企業 40 年）として、世代間の公平の観点から適当と考えられるものと定めている。
これに関して、政府刊行物である『平成 25 年改訂版 地方債』では、地方債の発行は①





3 第 1 項の規定により特定目的のために財産を取得し、又は資金を積み立てるための基金
を設けた場合においては、当該目的のためでなければこれを処分することができない。 
 











図表 1－7 長期資金調達の目的に関する法令等 








第二－3 償還年限に関する事項  
  原則として、償還年限は 30 年以内（ 建設改良費等に係る公営企業債にあっては
































 1 において、地方自治体の事務処理の基本原則（地方自治法第 2 条第 14 項、第 15 項、
第 16 項）および地方自治法第 2 条第 14 項に関連する「地方公共団体の財政の健全化に
関する法律」から、資金管理諸活動の共通目的を整理した。また、2～5 において、資金
管理諸活動の個別の目的を整理した。 

























 ① 現金出納は、関係する法令遵守および不正と誤謬の防止と発見に努める。 
 ② 短期資金調達は、最も確実かつ有利な方法により行う。 
 ③ 現金の保管は、最も確実かつ有利な方法により行う。 









































































 地方自治法第 231 条では、収入を調査して受入れを決定する調定権限を定めているが、
これは長の権限である。会計管理者はあくまで長による歳入の調定を受けて出納を行う。 
 




地方自治法施行令第 154 条  

















地方自治法施行令第 160 条の 2（支出命令） 

























地方公営企業法第 27 条（出納） 
地方公営企業の業務に係る出納は、管理者が行う。（略） 
 




















































































図表 1－8 長と補助機関、会計管理者と補助組織の関係図 
 








管理者の補助組織である（地方自治法第 171 条第 1 項）ことによるものである。一方、
長は会計管理者等の会計事務に対する監督権を有し（地方自治法第 149 第 5 項）ている。























































































































 ① 各会計、歳入歳出外現金および基金ごとに別口座 
 ② 一般会計と特別会計は同 1 口座、歳入歳出外現金および基金は別口座 
 ③ 一般会計、特別会計および歳入歳出外現金は同 1 口座、基金は別口座 
 ④ 一般会計、特別会計、歳入歳出外現金および基金は同 1 口座 
 










図表 1－9 一般会計及び特別会計相互間の資金流用に関する行政実例 














出所：地方自治制度調査会『地方自治関係実例判例集普及版（第 15 次改訂版）』ぎょうせい、2015 年、 











































図表 1－10 短期資金調達における指揮命令系統の分立 


















図表 1－11 基金運用における指揮命令系統の分立 



















 会計管理者が基金運用を行う自治体が多い理由は、図表 1－12 が示すように、昭和 39
年 12 月 9 日自治行第 142 号、福岡県出納長宛行政課長回答において、基金の預金先決定
を出納長（会計管理者）が行ってよいとの自治省行政課長の見解が示されたことによる
ためと考えられる。基金に属する現金および有価証券の保管権限は会計管理者にある（地









































 地方自治法第 170 条（会計管理者の職務権限）により、会計管理者に基金運用の職務











図表 1－13 会計管理者の補助組織に関する規則の規定の方法 
























 図表 1－14 が示すように、平成 29 年度地方債計画では、11 兆 6,445 億円の起債が見込
まれているが、その過半を大きく超える地方債が地方交付税措置の対象となるいわゆる
有利な起債であるため、巨額な財政支援が地方交付税を通じて交付される。そして、臨

























図表 1－14 2017 年度地方債元利償還金に対する地方交付税措置率一覧 
 
出所：地方債制度研究会『事業別地方債実務ハンドブック』ぎょうせい、2017 年、19-207 頁、および
総務省告示 140 号「平成 29 年度地方債計画」ならびに総務省告示第 141 号「平成 29 年度地方債
充当率」を参照して筆者作成。  
本来分 財源対策債 本来分 財源対策債
16,443 50 40 50～80 50
公営住宅建設事業 1,288 100 ー ー ー
補助・直轄災害復旧事業 80～100 ー 95 ー
歳入欠陥等債 100 ー 47.5～85.8 ー
小災害復旧事業債 50～100 ー 66.5～100 ー
地方公営企業災害復旧事業、火災復旧事業、
一般単独災害復旧事業
65～100 ー 47.5～85.5 ー
学校教育施設等整備事業（公立学校施設整備負担金） 75 15 70 50
学校教育施設等整備事業（学校施設環境改善交付金） 75 0又は15 0～50 0又は50
学校教育施設等整備事業（その他の国費助成） 75 0又は15 ー 0又は50
学校教育施設等整備事業（地方単独事業） 75 ー 0又は50 ー
社会福祉施設整備事業 383 80又は90 ー ー ー
一般廃棄物処理事業（国庫補助事業） 75 15 50 50
一般廃棄物処理事業（単独事業） 75 ー 30 ー
一般廃棄物処理事業（単独事業＊重点化事業） 75 15 50 50
一般廃棄物処理事業（清掃運搬施設等） 75 ー ー ー
一般廃棄物処理事業（用地関係） 100 ー ー ー
一般補助施設整備事業 80～100 ー 30～50 ー
一般補助施設整備事業（うち豪雪対策事業） 80 ー ー ー
一般補助施設整備事業（うち特別転貸債） 100 ー ー ー
一般補助施設整備事業（一般財源化分） 540 100 ー 70 ー
一般事業 75 ー 30～50 ー
一般事業（うち河川等事業） 90 ー ー ー
一般事業（うち臨時高等学校改築等事業） 90 ー ー ー
一般事業（うち地域整総合整備資金貸付事業） 100 ー 50又は75 ー
一般事業（うち被災施設復旧関連事業債） 100 ー 70 ー
地域活性化事業 690 90 ー 30 ー
防災対策事業 871 75～100 ー 30～5７ ー
地方道路整備事業 3,221 90 ー ー ー
旧合併特例事業 6,200 90～95 ー 40～70 ー
緊急防災・減災事業 5,000 100 ー 70 ー
公共施設等適正管理推進事業 3,150 90 ー 0～75 ー
475 100 ー 80 ー
4,500 100 ー 70 ー
公共用地先行取得等事業 345 100 ー ー ー
行政改革推進債 700 100 ー ー ー
100 100 ー ー ー
5,043 100 ー 50 ー
工業用水道事業 247 100 ー ー ー
1,611 100 ー 45 ー
電気事業・ガス事業 202 100 ー ー ー
509 100 ー ー ー
100 ー 25又は40 ー
100 ー ー ー
100 ー ー ー
100 ー ー ー
臨海土地造成事業 100 ー ー ー
内陸工業用地等造成事業 100 ー ー ー
流通業務団地造成事業 100 ー ー ー
都市開発事業 100 ー ー ー
住宅用地造成事業 100 ー ー ー
11,912 100 ー 16～44 ー
観光施設事業 100 ー ー ー
有料道路事業 100 ー ー ー
駐車場整備事業 100 ー ー ー
その他事業 100 ー ー ー
被災施設借換債 0 100 ー ー ー
40,452 100 ー 100 ー
退職手当債 800 100 ー ー ー
(271) ー ー ー




































































































































図表 1－15 経常収支比率算定式 
 
 

















平成 28 年度地方財政計画（通常収支分）において、地方債 9 兆 1,907 億円のうち臨時財
政対策債 4 兆 452 億円が 44％を占めている。平成 29 年度地方財政計画では、臨時財政
対策債 4兆 452億円のうち既往の元利償還金分等補填が 3兆 3,802億円 84％を占めてお
り、借金を借金でファイナンスする構図になっている 13。臨時財政対策債はマネーを生
み出す打ち出の小槌ではなく、新たな借金が支えているのである。 
 図表 1－16 は、2015 年度末普通会計地方債残高約 144 兆 57 百億円に対して臨時財政







図表 1－16 2015 年度 普通会計地方債残高における臨時財政対策債の割合 
（単位：億円） 
区分 団体数  地方債残高 うち臨時財政対策債  率 
都道府県 47 890,207 311,144 35.0％ 
政令市 20 181,794 53,567 29.5％ 
中核市・旧特例市 84 100,905 38,350 38.0％ 
特別区 23 5,144 0 0.0％ 
市 686 207,941 79,644 38.3％ 
町村 928 59,753 23,962 40.1％ 
合計 1788 1,445,744 506,667 35.0％ 
出所：総務省「地方財政状況調査表」を参照して筆者作成。 



















 2014 年 5 月に総務大臣から地方公共団体に対して、固定資産台帳の整備と複式簿記の
導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準が示された 15。さらに、2015 年
1 月に統一的な基準による地方公会計マニュアルが示され、総務大臣から全ての地方公




   
2 新地方公会計と企業会計における有価証券会計基準の違い 
（1） 債券等有価証券の区分および期末貸借対照評価額の会計基準の違い 






図表 1－17 債券等有価証券に係る会計基準の比較 
 
出所：統一的な基準による地方公会計マニュアル、企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」


































































































 下記「東京都公金管理ポリシー」（制定平成 27 年 3 月 26 日 26 会管公第 1117 号、会計
管理局長決定）は、満期まで持ち切ることを原則としているが、含み益を実現するため
等の条件があれば売却を行ってよいとしている。また、下記「国東市財務活動管理方針」











































































































1996 529 53 3 10.0% 0.6% 
1997 533 58 4 10.8% 0.7% 
1998 526 60 4 11.4% 0.8% 
1999 522 69 7 13.2% 1.4% 
2000 529 68 4 12.9% 0.8% 
2001 519 79 11 15.3% 2.1% 
2002 515 95 20 18.4% 3.8% 
2003 518 107 30 20.7% 5.8% 
2004 521 112 32 21.5% 6.2% 
2005 526 113 32 21.5% 6.1% 
2006 529 90 9 17.1% 1.7% 
2007 531 91 8 17.1% 1.5% 
2008 492 92 9 18.8% 1.9% 
2009 499 97 14 19.5% 2.9% 
2010 494 104 20 21.1% 4.0% 
2011 494 118 32 23.9% 6.5% 
2012 495 132 44 26.7% 8.8% 
2013 507 267 102 52.7% 20.1% 
2014 518 267 173 51.6% 33.3% 










 本節第 1 項で解説したマネタリーベース、日本銀行当座預金の膨張、および国内総生
産が成長しない状況は、金融機関の資金需給に波及している。 
 図表 1－19 は、全銀行における預金・貸出金比率（以下「預貸率」という。）に関する
1996 年から 2016 年に至る 20 年間の推移を示している。1996 年 12 月末は資金不足 51
兆円、預貸率 111.7%であったが、1999 年末は資金余剰 9 兆円、預貸率 98.1%の金余りに





図表 1－19 全国銀行 預金・貸出金比率（預貸率）推移 
（単位：兆円） 




1996 年 12 月末 436 486 △ 51 111.7% 
1997 年 12 月末 445 491 △ 46 110.3% 
1998 年 12 月末 459 487 △ 27 106.0% 
1999 年 12 月末 477 467 9 98.1% 
2000 年 12 月末 472 463 9 98.1% 
2001 年 12 月末 479 447 32 93.4% 
2002 年 12 月末 495 431 64 87.1% 
2003 年 12 月末 505 412 93 81.6% 
2004 年 12 月末 511 402 109 78.7% 
2005 年 12 月末 520 407 113 78.2% 
2006 年 12 月末 522 414 108 79.3% 
2007 年 12 月末 532 415 117 78.1% 
2008 年 12 月末 544 434 109 79.9% 
2009 年 12 月末 556 425 131 76.5% 
2010 年 12 月末 565 416 148 73.8% 
2011 年 12 月末 583 422 162 72.3% 
2012 年 12 月末 596 429 167 72.0% 
2013 年 12 月末 620 443 177 71.4% 
2014 年 12 月末 639 454 185 71.1% 
2015 年 12 月末 655 467 187 71.4% 
2016 年 12 月末 695 478 217 68.8% 
注 ：四捨五入の関係で、表中の計算等は一致しない。 
出所：全国銀行協会ホームぺージ「全国銀行 預金貸出金速報」 
https://www.zenginkyo.or.jp/stats/month1-01/、（2017 年 4 月 28 日閲覧）。 
 
 リーマンショックの起こった 2008 年においても、資金余剰 109 兆円、預貸率 79.9%
であり、資金需給の緩和が続いた。また、1996 年 12 月末と 2016 年 12 月末を比較すれ
ば、実質預金額は 436 兆円から 695 兆円に 259 兆円増えたのに対し、貸出金は 486 兆





















 1 で取り上げたマネタリーベースの膨張、そして 2 で取り上げた金融市場におけるオ
ーバーローンから金余りへの変化は、利回りを低下させる影響を及ぼす。 
 図表 1－20 は、1996 年度から 2016 年度に至る 20 年間の国債金利動向を示している。
国債金利はすべての金利のベースになるものである。国債金利は、基本的に低下傾向に















































1996 … 2001 … 2006 … 2011 2012 2013 2014 2015 2016
1年 0.48% 0.04% 0.54% 0.13% 0.09% 0.09% 0.09% △ 0.03% △ 0.19%
5年 2.04% 0.51% 1.28% 0.38% 0.20% 0.25% 0.25% 0.03% △ 0.29%
10年 2.96% 1.35% 1.77% 1.06% 0.79% 0.70% 0.79% 0.29% △ 0.05%
15年 3.35% 1.77% 2.02% 1.55% 1.32% 1.14% 1.32% 0.65% 0.16%




















































































1991 年に廃止された 23。また、1999 年の地方分権一括法成立により、地方自治法旧第




4 兆円の国庫補助金・負担金の廃止・圧縮と所得税から住民税への 3 兆円税源移譲が
行われ、2012 年に地方消費税率の引き上げが実現した 25。 
しかしながら、地方自治体に歴史的に醸成された縦割り型の組織風土を変えるのは




























































に沿った内容で、2017 年に地方自治法が改正され、同法第 150 条に地方公共団体の内部





























1 学校給食法第 11 条の経費負担に関する規定により、多くの地方自治体では給食食材費は私費として、
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3 成田頼明『注釈地方自治法＜全訂＞』第一法規、2000 年、4,780 頁。 
4 松本英昭『新版逐条地方自治法第 9 次改訂版』学陽書房、2017 年、598 頁。 
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 COSO のフレームワークとは、米国トレッドウェイ委員会組織委員会（The Committee 
of Sponsoring Organizations of Treadway Commission ; COSO、以下「COSO」という。）



























Ⅱ COSO 内部統制フレームワーク（1992 年） 
 
1 内部統制フレームワークの定義と 3 つの目的 
（1）定義と目的 
























出所：The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, Internal Control 
Integrated Framework-▶Executive Summary ▶Framework ▶Reporting to External Parties 
Addendum to Reporting to External Parties”, AICPA, September, 1992, p.13. 鳥羽至英訳『内部統制
の統合的枠組み理論篇』白桃書房、1996年、22頁。 
 




































 内部統制は、相互に関連のある次の 5 つの要素から構成されている。構成要素は内部












  統制環境の評価要因は次のとおりである 13。 
 ① 誠実性と倫理的価値観 
容認される企業実践、利益相反、倫理的および道徳的行動に関する行動方針の策定、
経営者の倫理観に基づく経営行動、非現実的な業績目標の達成圧力をかけていないか。 
 ② 能力に対する経営者の取り組み 
  職務規定の策定、職務を適正に執行するうえで必要な知識と技能を分析されている
か。 





































































































































































































出所：The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, Internal Control 
Integrated Framework-▶Executive Summary ▶Framework ▶Reporting to External Parties 
57 
 
Addendum to Reporting to External Parties”, AICPA, September, 1992, pp.6-7. 鳥羽至英訳『内部統
制の統合的枠組み理論篇』白桃書房、1996年、9-11頁。 
 
4 COSO 内部統制フレームワークの意義 
（1）COSO 内部統制フレームワークとコーポレート・ガバナンス 










 鳥羽は COSO 内部統制の定義を「取締役会や経営者に言及することによって、コーポ
レート・ガバナンスとの接点を確保した 30」としている。なお、鳥羽は「1949 年の AICPA
の定義は、内部統制に執行の長たる社長（最高執行責任者）の視点を反映させたもので




























































出所：The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, Internal  
   Control Integrated Framework- ▶Framework”, AICPA, September 1992, p.21. 
   鳥羽至英訳『内部統制の統合的枠組み(理論編)』白桃書房、1996 年、30 頁。 
 
 
Ⅲ COSO 全社的リスクマネジメント（2004 年） 
 
1 全社的リスクマネジメントの統制領域の拡大  







 COSO 内部統制フレームワークでは、内部統制の 5 つの構成要素は、「経営者が企業
を経営する方法から導き出されたものであり、マネジメント・プロセスと統合されてい
   経 営 者 の 活 動            内 部 統 制 
 
 事業体レベルの目的の設定－ 








 リスクの識別と分析                    √ 
 
 統制活動の実施                      √ 
 
 情報の識別、補足と伝達                  √ 
 






















































2 ERM フレームワークにおける 4 つの統制目的 
 内部統制フレームワークでは業務、財務報告、法規遵守の 3 つの統制目的であるが、
図表 2－5 が示すように、全社的リスクマネジメントでは 4 つ目のカテゴリーとして戦
略目的を追加している。 
 




















出所：The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, Enterprise Risk 



















3 ERM フレームワークの構成要素 






























































































 ERM は内部統制の統制環境における要素は、下記のとおり基本的に引き継がれている。 
 ① 誠実性および倫理観に対するコミットメントの表明 
 ② 組織構造の確立 
 ③ 有効な取締役会、監査委員会 
 ④ 権限および責任の付与 
 ⑤ 業務遂行能力に対するコミットメントの表明 
 ⑥ 人的資源に関する基準確立 
 
（2） 目的の設定 
 図表 2－3 が示すように、内部統制では目的の設定を経営者の判断・執行に属するも










































 ERM フレームワークで「リスクの対応」が追加された。COSO 内部統制フレームワー
ク（1992 年）では、リスクの対応は求められていなかった。リスクの対応は、リスクの
回避（Avoidance）、低減（Reduction）、共有（Sharing）、および受容（Acceptance）の





























な場所で把握することは ERM を有効ならしめるために重要 66」とされるが、これが、
「情報システムは、ERM の構成要素の一つである一方で、コントロールされるべきも
のである 67」所以である。 



















 内部統制と ERM におけるモニタリングの内容は基本的に変わらない。 
 ① 継続的モニタリング活動 
通常の業務活動の中に組み込まれ、通常の事業運営の過程で実施される。リアルタ
イムに実施され、変化する状況にダイナミックに反応する。 















図表 2－7 役割と責任 









る。実行責任は次の項目である。ERM 方針を確立する。事業単位における ERM の権







































出所：The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, Enterprise Risk 








従って ERM を遂行する責任を負う。取締役は重要な監視を行う。 
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 わが国で内部統制の概念が着目されるようになったのは、2000 年 9 月、大和銀行株主
代表訴訟において、内部統制システムの構築責任が取締役等にあることを判示した大阪





ェイ委員会組織委員会（The Committee of Sponsoring Organizations of Treadway 




実施基準」という。）が 2007 年 2 月に公表された。また、西武鉄道による有価証券報告






























ているため 10、ERM フレームワークとの接点はないものと考察される。 
  
 
Ⅱ 総務省内部統制研究会報告書（2009 年） 
 



















（2）内部統制の 4 つの目的 




















































































































































































 ⑥ IT への対応 


















































する自主的な取組みの状況調査（2013 年 6 月現在）」を行い、次のような調査結果 42を
公表した。この調査は 47 都道府県・20 指定都市が調査対象であり、回収率 100%である。 
 ① 内部統制の基本方針策定団体 15 団体（22%） 
 ② 内部統制基本方針の対象目的 
  「有効性・効率性＋法令遵守」1 団体（7%）、「法令遵守」14 団体（93%） 
 ③ 内部統制に関する専門部署または担当職員の設置 29 団体（43%） 
  うち設置目的が「法令遵守」29 団体（100%） 
 ④ 内部統制整備状況監査            0 団体（0%） 
 ⑤ 内部統制運用状況の議会への報告       0 団体（0%） 























は 1 市を除き公開されず、議会等のモニタリングもなされていない。 
  
（2）内部統制の設計案 













































2 地方自治法改正（2017 年） 
 2017 年 6 月に地方自治法が改正され、地方公共団体の内部統制に関する第 150 条が追












 これに関して、地方自治法改正（第 150 条）の内容は次のとおりである。 








 ② 内部統制の対象 
  「財務に関する事務」とし、その他の事務は市町村長が特に必要があると認めるも 
  の。これは、統制の対象は「財務に関する事務」とされ、その他の事務は市町村長 
  が特に必要があると認めるものとされている。 
 ③ 内部統制の目的 
  財務に関する事務の管理及び執行が法令に適合し、かつ、適正に行われること。 
 ④ モニタリングおよびガバナンス 















































































 2017 年 6 月 9 日、地方自治法一部改正により、地方公共団体の内部統制に関する第 150
条が追加され、大規模地方自治体が義務的に内部統制の対象とすべき事務を「財務に関
する事務その他総務省令で定める事務」としている。これに関する総務大臣通知では、
「『財務に関する事務』とは、地方自治法第 199 条第 1 項の『財務に関する事務』と同義
であり、第 2 編第 9 章（「財務」）の予算の執行、収入、支出、契約、現金及び有価証券
の出納保管、財産管理等の事務の全てを包含するものである 47」としている。資金管理






















































































































第 1 章Ⅱ4 が示すように、確実性と効率性という目的のバランスが統制できていない。






























































評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）』（平成 19 年 2 月 15 日公表）、3 頁。ここで
は、「COSO 報告書の内容を基本的に踏襲しつつも、わが国の実情を反映し、ＣCOSO 報告書の 3 つ
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43 静岡市「内部統制」ホームページ。http://www.city.shizuoka.jp/000_001259.html、（2017 年 5 月 16
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市、旧特例市、特別区、近畿管内市町村、九州管内市町村（2016 年 4 月に発生した熊本
地震のため熊本県を除く）計 597 団体にアンケートを依頼し、324 団体からアンケート











































る。以下の 9 事項に関して 53 項目の質問を行ったが、それぞれの事項の質問の意図は
下記のとおりである。 
















































 ⑦ 資金運用（歳計現金・歳入歳出外現金）（Q41～Q43） 









































































のうち 1 団体は組織規則が整備されていた。 









 ① Q41「歳計現金・歳入歳出外現金」平均残高と運用収入に関して、非開示の団体 
が 8 団体あり、Ｑ51「基金」平均残高と運用収入が非開示の団体が 6 団体あった。




























































2 内部環境（Q11～Q 15、Q28、Q38、Q51） 







 しかしながら、会計課等が一時借入を行っている 102 団体（31%）または基金運用を
行っている 240 団体（74%）において、図表 4－1 が示すように、長が「行政組織規則」
等で権限を付与する規定は、一時借入に関しては 102 団体中 35 団体（34%）が整備され






図表 4－1 長の権限を会計課等に付与する規定の整備状況 
 
     出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
（2）人的資源（Q 51） 
 図表 4－2 が示すように、資金調達職員の専門研修は 324 団体中 46 団体（14%）で実







一時借入 35団体（34%） 67団体（66%） 102団体（100%）
資金運用 24団体(10%) 216団体（90%） 240団体（100%）
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図表 4－2 資金調達・運用に関わる職員の専門研修実施状況 
 
   出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
















図表 4－3 銀行等引受債の借入方式の採用状況 
 







資金調達職員 46団体（14%） 278団体（86%） 324団体（100%）
資金運用職員 69団体（21%） 255団体（79%） 324団体（100%）
①変動金利方式 11団体（3%） ④特別区・満期一括償還方式 13団体(4%)
②金利見直し方式 89団体(24%) ⑤テールヘビー方式 1団体(0.3%)







図表 4－4 利息比較による借入方式決定の状況 
 









図表 4－5 運用商品 
 
  出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
 
 図表 4－5 が示すように、国内公共債運用は 190 団体が行っている。図表 4－6 が示す

























 第 1 章Ⅵ2 で指摘したように、有価証券の区分に関しては、新地方公会計は満期保有
目的有価証券と満期保有目的以外の有価証券の 2 分類であり 5、企業会計は満期保有目
的の債券、その他有価証券、売買目的有価証券および子会社株式及び関連会社株式の 4
分類である 6。 





















②利息収入に売却収入を加味する 28団体（15%） ⑤国庫短期証券のみ運用 3団体（1%）











 図表 4－7 が示すように、総合計画において事業として位置付けられているかに関す




回りを算定している」は 10 団体であるが、その数値が実績報告されているのは 1 団体の
みである。 
 
図表 4－7 総合計画における資金調達および資金運用の位置付け 
 






































 図表 4－8 は、借入において重視する観点に関して 3 つ以内の選択を問う設問である
が、非財務的観点の 456 団体（51%）が、財務的観点の 442 団体（49%）と拮抗してい
る。財務的観点の「②支払利息削減」228 団体、非財務的観点の「①世代間の公平 10」
219 団体、「②公債費の平準化」216 団体、財務的観点の「①安定的な資金調達」155 団
体の順に回答が多い。 
 
図表 4－8 借入において重視している視点（3 つ以内選択） 
 








 「①安定的な資金調達」を重要な観点とするのは 155 団体（17%）であるが、これは






























図表 4－9 資金管理規程が統制する業務の状況 
 
      出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
図表 4－10 資金管理活動の所管状況 
 
    出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 



















①一時借入 221団体（  68%） 102団体（32%） 1団体（0.3%） 324団体(100%)
②起債 324団体（100%） 0団体（　%） ー 324団体(100%)
























図表 4－11 現金出納における会計別資金管理の状況 
 

















 図表 4－12 は歳計現金等の資金繰り（短期資金調達）の方法に関する複数回答を集計
したものである。内部資金による資金繰りを行っている団体 418 団体（72%）は、外部
資金による資金繰り 161 団体（28%）の 2.6 倍多い。これは、会計の資金繰りは内部資金
（基金、地方公営企業）に依存していることを示している。内部資金で多いのは、「①基
金繰替運用」300 団体、「③一般当座貸越」72 団体、「④グループファイナンス」26 団体
であり、外部資金で多いのは、「①金融機関からの証書借入」86 団体、「②専用当座貸越」















図表 4－12 資金繰りにおける内部資金および外部資金 
 












内 部 資 金 に よ る資 金 繰 り　　  　計








（3）一時借入が歳計現金と基金運用の機会を創出／関係性（Q41～Q 43、Q 17） 
 歳計現金・歳入歳出外現金平均残高（以下「歳計現金等平均残高」という。）とは、会
計収支残高の 1 年間における日々平均である。筆者は歳計現金等の長期資金運用を模索
する中で、国東市の 2012 年度歳計現金等平均残高を算定したところ約 28 億円あり、そ
の多さに驚いたことがある。なぜなら、国東市の 2012 年度普通会計実質収支は約 3 億
円であり、その約 9 倍の会計収支残高が日々あるということを意味するからである。こ
のことから、地方自治体は歳入が歳出より早く入る基本的な構造であるが、前年度の実
質収支を測定する出納整理期間末（5 月 31 日）は、前年度会計の実質収支が縮小するこ
とが考えられる。 
 図表 4－13 が示すように、2014 年度歳計現金等平均残高（団体平均）は、都道府県
888 億円、政令市 281 億円、中核市・旧特例市 83 億円、特別区 104 億円である。これら
の大規模団体は巨額であるが、一般市 26 億円、町村 7 億円においても相当の資金余剰
がある。歳計現金等運用利回りは、都道府県 0.07%、政令市 0.09%、中核市・旧特例市
0.06%、特別区 0.02%、市 0.06%、町村 004%、全団体平均は 0.06%であり、団体区分や
資金の多寡と運用利回りの相関関係は見られず、一様に低いことを示している。 
 
図表 4－13 平成 26 年度 歳計現金等平均残高と運用利回り（団体平均） 
 
       出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
 図表 4－14 は、全団体平均 0.06%を下回る利回り 0%超 0.05%以下に最多の 161 団体
（50%）が分布し, 運用利回り 0%に 32 団体（9.9%）が分布している。なお、0.6%超 0.9%
以下に 1 団体、1.2%超 1.5%以下に 1 団体分布しているが、これは、長期、超長期債券運
用を行っている自治体である。歳計現金等の運用利回りが低い要因は、図表 4－15 が示




都道府県 888億円 53百万円 0.07%
政令市 281億円 21百万円 0.09%
中核市・旧特例市 83億円 5百万円 0.06%
特別区 104億円 2百万円 0.02%
市 26億円 2百万円 0.06%
町村 7億円 0.4百万円 0.04%
全団体平均 149億円 9百万円 0.06%
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本銀行が「長短金利操作付き量的・質的金融緩和政策」（2016 年 9 月 21 日）を発表し、









図表 4－15 歳計現金等の運用期間の状況 
 
   出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
 図表 4－16 が示すように、歳計現金・歳入歳出外現金を短期・中期運用に限定する理
由として、「①年度内に歳計現金不足時期がある」235 団体（75%）が最も多く、次に、
「②自治省事務次官通知（昭和 33.6.14）による」61 団体（19%）が多い。「②自治省事










利回り 0～0.05% ～0.1% ～0.15% ～0.2% ～0.3% ～0.6% ～0.9% ～1.2% ～1.5% 合計
団体数 32 161 85 23 13 3 3 1 0 1 322
①１年以内の運用 308団(95%) ④超長期債券運用 3団体(  1%)
②１年超の預金運用 4団体(1%) ⑤１年以内運用、ただし住宅敷金は10年 4団体(  1%)















  中小企業制度融資預託金は、地方自治体が金融機関に 1 年を通じて預金を置くことに
より、中小企業振興のための低利融資を実現することを目的としている。図表 4－17 は、
中小企業制度融資に関わる預託金（該当団体）平均額である。都道府県 616 億円、政令













①年度内に歳計現金不足時期がある 235団体(75%) ⑤債券運用に適さない金利状況 1団体(0.3%)
②自治省事務次官通知（Ｓ33.6.14)による 61団体(19%) ⑥１年超債券は歳出予算（投資及び出資金）を組むべき 1団体(0.3%)
③資金運用規程に１年以内と定めている 2団体( 1%) ⑦１会計年度を超える運用は好ましくない   1団体(0.3%)
④理由はない 14団体 ( 4%) 計 315体(100%)
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図表 4－17 中小企業制度融資に関わる預託金平均額 
 
        出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
（5）土地開発公社に対する貸付金と資金運用の相関関係（Q19～Q21） 






























図表 4－18 土地開発公社に対する会計等貸付金（該当団体）平均額 
 
    出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
7 統制活動－調達の金利変動リスク低減/調達利回り削減と債務早期償還（Q25、Q26） 











 図表 4－19 が示すように、据置期間設定における非財務的観点 268 団体は、財務的観
点 78 団体の約 4 倍である。非財務的観点のうち、「①借入先の上限期間」183 団体（53%）
と「②財政融資資金等が定めた据置期間」9 団体（3%）が過半を占めているが、財政融





団体数 平均金額 団体数 平均金額 団体数 平均金額
都道府県 8 52億円 1 15億円 2 33億円
政令市 3 63億円 1 52億円
中核市・旧特例市 7 29億円 3 27億円 7 20億円
特別区 9 42億円 1 16億円
市 11 5億円 3 13億円 13 7億円
町村 3 3億円 1 1億円 3 3億円











図表 4－19 据置期間を設定する考え方 
 




 図表 4－20が示すように、2014年度基金平均残高は、都道府県 2,938億円、政令市 1,372
億円、中核市・旧特例市 236 億円、特別区 648 億円と巨額であり、市 105 億円、町村 39
億円も多額である。当該資金の運用利回りは、最も高いのは政令市 0.37%であり、最も
低いのは市中核市・旧特例市 0.16%、特別区 0.16%、市 0.27%、町村 0.22%、全団体平均
0.24%である。運用利回りに対する団体区分や資金額の多寡に差はなく、運用資金額と
運用利回りに相関性は認められない。 
 図表 4－21 は、全団体の平均利回りである 0.24%を下回る、0.1%超～0.15%の区間に最
多の 59 団体（18%）が分布していることを示している。なお、0.9%超～2.8%に 16 団体
（5%）が分布している。 
 図表 4－22 が示すように、平均基金数は、都道府県 33 個、政令市 28 個、中核市・旧

























図表 4－20 基金平均残高と運用利回り（団体平均） 
 
        出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
図表 4－21 基金運用利回りの分布状況 
 
       出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
図表 4－22 基金保有数平均 
 
        注： 財産維持型・積立型基金を集計。 
        出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 











都道府県 2,938億円 896百万円 0.25%
政令市 1,372億円 665百万円 0.37%
中核市・旧特例市 236億円 39百万円 0.16%
特別区 648億円 103百万円 0.16%
市 105億円 34百万円 0.27%
町村 39億円 12百万円 0.22%
全団体平均 530億円 165百万円 0.24%
利回り 0 ～0.05%～0.1% ～0.15%～0.2% ～0.3% ～0.6%
団体数 3 57 47 59 53 42 38
利回り ～0.9% ～1.2% ～1.5% ～1.8% ～2.1% ～2.8% 合計
団体数 9 8 1 4 1 2 324
都道府県 33個 特別区 12個
政令市 28個 市 18個
















図表 4－23 2015 年度末国東市基金一覧表 
                            単位：百万円 
 
   出所：2015 年度国東市決算書「財産に関する調書」を参照して筆者作成。 
 
 図表 4－24 が示すように、すべての基金の資金を統合した一括運用を行っている団体
は、都道府県 9 団体、政令市 9 団体、中核市・旧特例市 11 団体、特別区 7 団体、市 29
団体、町村 10 団体、計 75 団体（23%）である。政令市および特別区は 5 割を超えてい
る。地方公営企業および外郭団体資金を受託した基金一括運用を行っているのは、国東
市 1 市（0.3%）のみである。 
 なお、図表 4－24 が示すように、基金一括運用実施 75 団体の内、歳計現金等と基金







































































図表 4－24 基金の一括運用の状況 
 
  出所：アンケート集計結果参照して筆者作成。 
 
9 債券運用の統制手続―債券償却原価法適用（Q39、Q40） 
 図表 4－25 が示すように、債券運用を行っている 190 団体のうち、「オーバーパー債
券の購入」について、「①購入する」は 42 団体（22%）である。「②償還年度利息内のオ
ーバーパーは購入できる」43 団体および「③購入しない」105 団体を合わせた 148 団体
（78%）が、オーバーパー債券購入を実質的に制限している。「①オーバーパー債券購入

















































託」する 15 団体（5%）が多く、「②ブルームバーグ等の有料情報サービス」14 団体（4%）
が続く。外部専門家の利用が「⑤ない」51 団体（16%）がある。証券会社から金融に係






  0団体(  0%)
③購入しない 105団体（55%） ③償却は行わない ８団体（10%）






②ブルームバーグやロイター等の有料情報サービス 14団体( 4%) ⑤ない 51団体( 16%)









 図表 4－27 が示すように、資金調達管理規程作成の 27 団体のうち、「②内部規程」が
24 団体（89%）で多い。資金運用管理規程作成の 243 団体のうち、「②内部規程」が 220
団体（91%）で多い。形式面から見て、外に開かれた告示規程であるのは、資金調達管
理規程は 3 団体（11%）しかなく、その上、管理規程を作成している団体が 27 団体（8%）
しかない。資金運用管理規程は、告示規程であるのは 23 団体（9%）しかない。 
 









図表 4－28 資金管理規程の周知方法 
 
  出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
（2）資金管理方針のモニタリング 
 図表 4－29 が示すように、資金調達規程または資金運用規程の順守に関しては、監査
委員監査 139 団体（57%）、議会監視 22 団体（9%）、外部有識者委員会等 3 団体（1%）
①条例：議決規程 ②規則等：告示規程 ②内部規程 計
資金調達管理規程 0 3団体(11%) 24団体(89%) 27団体（100%）
資金運用管理規程 0 23団体( 9%) 220団体(91%) 243団体(100%)
①ホームページ掲載②告示 ③非周知 計
資金調達管理規程 4団体(15%) 3団体(11%) 21団体(78%) 28団体（100%）













図表 4－29 資金管理規程の遵守に関する監視状況 
 
      注： 複数回答のため計と一致しない。 
      出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 
12 財務業績指標算定と周知（Q22、Q24、Q35、Q36） 
 図表 4－30 が示すように、起債利子負担率の「①算定」は 16 団体（5%）であり、そ



















図表 4－30 財務業績指標算定と周知の状況 
 








 ① 権限と責任の確立 
会計管理者補助組織（会計課等）に対する権限と責任を付与する規程を整備しない
まま、会計管理者補助組織（会計課等）が一時借入または基金運用を行っている。 
 ② 人的資源 
資金調達職員に対する専門研修が 86%の団体で行われず、資金運用職員に対する専
門研修が 79%の団体で行われていない。 












①算定 16団体(    5%) 97団体( ３０%)
うち周知 5団体(   2%) 37団体( 1１%)


















































 ② 内部資金による資金繰りと資金運用の関係性 
内部資金による資金繰りを行っている団体 418 団体（72%）は、外部資金による資

































 ④ 中小企業制度融資に関わる預託金と資金運用の関係性 
中小企業制度融資に関わる預託金（該当団体）平均額は、都道府県 616 億円、政令




























 据置期間設定における非財務的観点 268団体は、財務的観点 78団体の約 3倍である。
非財務的観点のうち、「借入先の上限期間」183 団体（53%）と「財政融資資金等が定め
た据置期間」9 団体（3%）が全体のほぼ半数であるが、借入先が定める据置期間は通常










 2014 年度基金平均残高は、都道府県 2,948 億円、政令市 1,372 億円、中核市・旧特例

















 すべての基金の資金を統合した一括運用を行っている団体は、都道府県 9 団体、政令
市 9 団体、中核市・旧特例市 11 団体、特別区 7 団体、市 29 団体、町村 10 団体、計 75
団体（23%）である。地方公営企業および外郭団体資金を受託した基金一括運用を行っ
ているのは、国東市 1 市（0.3%）のみである。なお、基金一括運用実施 75 団体の内、

































 資金調達管理規程作成の 27 団体のうち、「内部規程」24 団体（89%）が極めて多い。
資金運用管理規程作成の 243 団体のうち、「内部規程」220 団体（91%）も極めて多い。
また、資金調達管理規程を非周知の団体は 21 団体（77%）であり、資金運用管理規程を
非周知の団体は 189 団体（78%）である。 
 資金調達管理規程または資金運用管理規程の順守の監視に関しては、監査委員監査
139 団体（57%）、議会監視 22 団体（9%）、外部有識者委員会等 3 団体（1%）であるが、
監視を受けていない団体は 103 団体（42%）ある。 
 したがって、資金管理の統制方針である規程は告示等を要さない内規等の形式が約 9










 起債利子負担率の算定は 16 団体（5%）であり、その 16 団体のうち、周知している団


















2  The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, Enterprise Risk 













7 The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission，op.cit., p.35. 八田進二監訳
/中央青山監査法人訳『前掲書』、47頁。 












12 地域政策研究会『公有地拡大推進法詳解（七訂）』ぎょうせい、2006 年、3-4 頁。 
13 総務省統計局『第 64 回日本統計年鑑平成 27 年』第 17 章物価・地価、 
 http://www.stat.go.jp/data/nenkan/back64/index.htm、（2017 年 5 月 2 日閲覧）。ここでは、全国市街
地価格が 1991 年をピークに下落し、価格指数を 2000 年を 100 とした場合、1991 年は 147.8 であり、
2014 年は 51.9 であるとしている。 
14 総務省「平成 27 年度土地開発公社事業実績調査結果概要」3 頁。 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000455772.pdf、（2017 年 4 月 10 日閲覧）。 
 ここでは、平成 27 年度末時点で土地開発公社が 5 年以上保有している土地は、9,104 億円（全体の
74.3%）、4,852ha（同 79.5%）となっており、また、10 年以上保有している土地は、8,153 億円（同
66.6%）、4,228ha（同 69.3%）となっているとしている。 




http://www.chihousai.or.jp/08/02.html、（2017 年 11 月 1 日閲覧）。 







第 5 章 わが国地方自治体における資金管理（調達・運用）規程の分析 
 
 



















  資金調達管理規程制定 27 団体のうち、「内部規程」の 24 団体（89%）がきわめて多く、
資金運用管理規程作成の 243 団体のうち、「内部規程」220 団体（91%）もきわめて多い。
また、資金調達管理規程を非周知の団体は 21 団体（77%）であり、資金運用管理規程を
非周知の団体は 189 団体（78%）である。このように、資金管理規程において、告示等





























 なお、資金管理アンケートでは、資金管理（調達、運用）規程を 261 団体が制定して












 図表 5－1 が示すように、「1.職業倫理（誠実性および金融関係情報収集）」は 77 団体
（39%）が定めており、利益相反行為を禁じ、住民の利益を第一にし、金融関係情報収
集に努める等の誠実性・倫理観を求めるものである。また、「2.職員の教育、研修」を行
う規定は 20 団体（10%）が定め、「3.外部専門家の意見を取り入れる」ことは 17 団体（9%）
が定めているが、両規定を定めている自治体はきわめて少ない。 
 





 図表 5－2 が示すように、「1.リスクに対処する考え方」に関しては、「①安全性、流動
性の確保を利回りに優先」について 140 団体が定めているが、「④リスクの回避」を定め






① ② 合計 ① ② 合計 ① ② 合計
都府県 8 21 29 3 26 29 6 23 29
政令市 7 5 12 1 11 12 1 11 12
中核市・
旧特例市
18 35 53 7 46 53 3 50 53
特別区 5 4 9 9 9 4 5 9
市 30 44 74 7 67 74 3 71 74
町村 9 14 23 2 21 23 23 23

































 図表 5－3 が示すように、「1.目的」に関しては、「①資金の安全性、流動性および利回
① ② ③ ④ ⑤ 合計 ① ② ③ ④ 計
都府県 25 3 1 29 5 18 6 29
政令市 8 3 1 12 4 7 1 12
中核市・
旧特例市
40 10 2 1 53 6 34 13 53
特別区 9 9 7 2 9
市 45 2 18 6 3 74 2 9 27 36 74
町村 13 3 4 2 1 23 2 4 8 9 23



















市場公募債発行の 2 団体のみである。「④資金の保護」のみを目的とするのは、13 団体
である。また、「2.関係する法令遵守」に関しては、地方自治法および地方財政法等を遵
守することを 53 団体（26%）が定めている。 
 
















① ② ③ ④ ⑤ 合計 ① ② 合計
都府県 25 2 1 1 29 11 18 29
政令市 9 2 1 12 1 11 12
中核市・
旧特例市
51 2 53 11 42 53
特別区 9 9 2 7 9
市 62 1 6 5 74 20 54 74
町村 19 4 23 8 15 23


































① ② ③ 合計 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 合計 ① ② ③ ④ ⑤ 合計
都府県 20 9 29 1 15 11 2 29 14 12 1 1 1 29
政令市 11 1 12 3 6 3 12 2 5 4 1 12
中核市・
旧特例市
33 19 1 53 2 23 26 2 53 22 13 4 10 4 53
特別区 9 9 9 9 7 2 9
市 51 23 74 3 24 47 74 48 4 4 17 1 74
町村 14 9 23 2 5 16 23 15 2 6 23


















































① ② ③ ④ ⑤ 合計 ① ② ③ ④ 合計
都府県 12 2 15 29 1 2 1 25 29
政令市 2 1 9 12 2 1 9 12
中核市・
旧特例市
20 2 31 53 3 3 7 40 53
特別区 1 8 9 9 9
市 18 5 1 50 74 1 2 71 74
町村 1 6 16 23 23 23

































対応手続であるが、統制方針が定められているのは 1 団体のみである。 
 




 図表 5－7 が示すように、「1.安定的な資金調達」の規定および「2.起債発行時期の平準
化または調達年限の多様化」の規定があるのはいずれも 3 団体である。しかし、多くの
地方自治体は起債発行時期を平準化せずに、出納整理期間の 5 月の同一日を借入日とし
① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計
都府県 3 26 29 3 26 29 3 26 29
政令市 2 10 12 2 10 12 2 10 12
中核市・
旧特例市
2 51 53 2 51 53 2 51 53
特別区 9 9 9 9 9 9
市 2 2 70 74 1 3 70 74 2 2 70 74
町村 2 21 23 2 21 23 2 21 23










































① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計
都府県 3 26 29 3 26 29 1 2 26 29
政令市 2 10 12 2 10 12 2 10 12
中核市・
旧特例市
2 51 53 2 51 53 2 51 53
特別区 9 9 9 9 9 9
市 4 70 74 4 70 74 4 70 74
町村 2 21 23 2 21 23 2 21 23






















 図表 5－9 が示すように、「1.運用商品（※預金、貸付信託（元本保証）等を除く）制









 「6.すべての基金一括運用」は 20 団体（10%）が定め、規定が「②ない」179（89%）
である。「③地方公営企業および外郭団体の資金を含めた一括運用」は国東市のみが定め
① ② 合計 ① ② 合計 ① ② 合計
都府県 13 16 29 22 7 29 23 6 29
政令市 4 8 12 11 1 12 7 5 12
中核市・
旧特例市
7 46 53 50 3 53 43 10 53
特別区 4 5 9 8 1 9 8 1 9
市 11 63 74 58 16 74 44 30 74
町村 3 20 23 17 6 23 13 10 23











① ② ③ ④ ⑤ 合計 ① ② 合計 ① ② ③ 合計
都府県 21 3 2 3 29 6 23 29 2 27 29
政令市 9 1 1 1 12 2 10 12 2 10 12
中核市・
旧特例市
45 1 1 6 53 4 49 53 2 51 53
特別区 7 1 1 9 3 6 9 9 9
市 54 1 2 2 15 74 4 70 74 8 65 1 74
町村 19 1 3 23 1 22 23 6 17 23





































 図表 5－11 が示すように、「1．資金管理規程公表」の定めが「①ある」のは 6 団体（3%）、
「②ない」のは 194 団体（97%）である。「2．資金調達利子負担率の算定・公表」は 1
① ② 合計 ① ② 合計 ① ② 合計
都府県 29 29 9 20 29 9 20 29
政令市 12 12 6 6 12 5 7 12
中核市・
旧特例市
1 52 53 3 50 53 15 38 53
特別区 9 9 3 6 9 2 7 9
市 3 71 74 5 69 74 9 65 74
町村 4 19 23 23 23 4 19 23




































① ② 合計 ① ② 合計 ① ② 合計
都府県 1 28 29 29 29 5 24 29
政令市 12 12 12 12 1 11 12
中核市・
旧特例市
1 52 53 53 53 3 50 53
特別区 1 8 9 9 9 2 7 9
市 3 71 74 1 73 74 3 71 74
町村 23 23 23 23 2 21 23











図表 5－12 モニタリング 
 



















 次項以下で、ERM の構成要素にかかる資金管理規程の課題を整理する。 
 
 
① ② 合計 ① ② 合計
都府県 29 29 14 15 29
政令市 12 12 2 10 12
中核市・
旧特例市
53 53 21 32 53
特別区 9 9 3 6 9
市 74 74 36 38 74
町村 2 21 23 10 13 23



































的とする 1 団体と起債（臨時財政対策債を除く）抑制方針を目的とする 2 団体のみであ
る。また、資金保護のみを規定する団体は 9 団体ある。なお、資金管理に関係する法令




















































 資金調達と資金運用の統一規程は 8 団体から提供があり、長期資金調達管理規程の提
供は 14 団体から提供を受けている。200 団体のうち 178 団体は長期資金調達管理規程を
制定していない。 























ることは必要である。このことは、地方公共団体財政健全化法（平成 19 年 6 月 22 日





















の財務健全性検証」は 166 団体（83%）が定め、ペイオフ対処手続は 138 団体（69%）
が定めている。 





























































































































 多くの地方自治体で資金運用管理規程が作成されている理由は、2002 年 4 月 1 日ペイ
オフ一部解禁および 2003 年 4 月 1 日ペイオフ全面解禁に対し、総務省から地方自治体
に対して「ペイオフ解禁に向けた地方公共団体の対応について」（平成 14 年 2 月 8 日付、
総行自第 9 号）および「地方公共団体におけるペイオフ解禁後の対応状況について」（平




















金調達管理規程は 324 団体中 27 団体（8%）が制定しているのみである。また、資金調




























的とする 2 団体のみである。また、資金保護のみを規定する団体は 9 団体ある。なお、
資金管理に関係する法令遵守は地方自治法、地方財政法等を遵守する規定を 53 団体
（26%）が規定している。安全性、流動性、金利変動リスクの適切な管理を通じて効率
































規程が約 9 割あり、資金管理規定の約 8 割が周知されていない。また、起債利子負担率
の算定を行っているのは、16 団体（5%）であり、そのうち 11 団体は公表していない。 








会 22 団体（9%）、および外部有識者委員会等 3 団体（1%）により行われている。監視






















企業の別なく、余裕資金を上限 30 年での運用を認めている。 




に適用する 62 団体（31%）がある。 





















 ⑥ 基金の流動性リスク対処の違い 
東京都は基金の個別運用であるが、国東市は基金、地方公営企業資金および外郭団
体資金を含めた全基金一括運用を定めている。 









 ⑨ 外部専門家の活用の違い 
東京都では、金融専門家によるアドバイザリーボードが資金運用方針策定や資金運
用に強い影響力を有している。国東市は外部専門家の活用は証券会社からの情報収集
にとどまっている。「東京都公金管理アドバイザリー会議設置要綱」（平成 28 年 11 月











図表 6－1 東京都および国東市の資金管理方針の比較 
 
出所：東京都公金管理ポリシー（平成 27 年 3 月 26 日会管公第 1117 号）および国東市財務 























































































図表 6－2 現金出納における会計別資金管理の状況 
 



























図表 6－3 資金繰りにおける内部資金および外部資金 
 
        出所：アンケート集計結果を参照して筆者作成。 
 



















内 部 資 金 に よ る資 金 繰 り　　  　計










   出所：資金管理規程を参照して筆者作成。 
 




定めている団体は合わせて 24 団体（12%）と少ない。 
 
図表 6－5 グループファイナンス（一般会計と地方公営企業等の貸借） 
 











現金等平均残高（一時借入を含まない）は約 20 億円であるが、2016 年 2 月 22 日から 3


















 このことは、第 4 章Ⅳ6（3）の次のアンケート結果が示している。2014 年度歳計現金
等平均残高（団体平均）は、都道府県 888 億円、政令市 281 億円、中核市・旧特例市 83
















４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年
最大値 37 25 46 29 25 40 21 36 29 23 22 1 46
最小値 14 4 13 20 14 13 10 11 15 15 ▲ 3 ▲ 14 ▲ 14










図表 6－7 大分県および県内市町村における中小企業制度融資に関わる預託金 
（単位：百万円） 
 
  出所：預託額は筆者の電話取材（2014 年 8 月 26 日）による。 
     標準財政規模は総務省「決算カード」から転記。
http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/pdf/1018-15-14_44.pdf、（2016 年 8 月 11 日閲覧）。 
 












大分県 323,674 30,000 9.3%
大分市 68,689 3,000 4.4%
佐伯市 28,249 170 0.6%
別府市 24,766 150 0.6%
中津市 24,020 30 0.1%
日田市 22,603 578 2.6%
豊後大野市 17,125 30 0.2%
宇佐市 16,847 47 0.3%
国東市 13,130 0 0.0%
臼杵市 11,858 41 0.3%
竹田市 11,238 0 0.0%
杵築市 10,819 30 0.3%
由布市 10,509 0 0.0%
豊後高田市 9,227 53 0.6%
津久見市 5,679 12 0.2%
日出町 5,974 0 0.0%
玖珠町 5,034 0 0.0%
九重町 4,176 0 0.0%
姫島村 1,313 0 0.0%
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に関わる預託金（該当団体）平均額は、都道府県 616 億円、政令市 192 億円、中核市・











































図表 6－8 が示すように、2000 年全国市街地価格を 100 とした場合、1991 年 147.8%
をピークに下落に転じ、2014 年 51.9 に至るまで 23 年間一貫して下落が続いている。
ピークの 1991 年 147.8 はその 20 年前の 1971 年 35.3 の約 4.2 倍であり、2014 年 51.9








図表 6－8 全国市街地価格指数（全国市街地全用途平均）の推移 
 
出所：総務省統計局「第 64 回日本統計年鑑平成 27（2015）年」第 17 章物価・地価を参照して筆者作
成。 
1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981
35.3 40.0 50.1 61.6 58.9 59.4 60.7 62.3 65.2 70.7 76.9
1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992
82.3 86.2 89 91.5 94.1 99.2 109.1 117.4 133.9 147.8 145.2
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
137.2 130.9 126.1 120.5 115.6 111.5 106.1 100 93.7 87.4 81.2
2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014




 ③ 土地開発公社および土地開発基金による歳計現金のひっ迫 
土地開発公社の数は 1999 年 1,597 団体から 2015 年 710 団体に半分以下に減少して
いる 8。図表 6－9 が示すように、全国の土地開発公社 710 団体の土地保有額 1 兆 2,252








 第 4 章Ⅳ6（5）の次のアンケート結果が、土地開発公社に対する会計等貸付金の状
況を示している。土地開発公社設置 190 団体（59%）のうち、一般会計貸付金 41 団体
（22%）で平均貸付額 30 億円、特別会計・地方公営企業貸付金 9 団体（5%）で平均
貸付額 17 億円、基金貸付金 26 団体（14%）で平均貸付額 14 億円である。土地開発公
社に対する会計等貸付金（該当団体）平均額は、一般会計／特別会計・地方公営企業
／基金の順に示せば、都道府県（52 億円/15 億円/33 億円）、政令市（63 億円／0 円／
52 億円）、中核市・旧特例市（29 億円／27 億円／0 円）、特別区（42 億円／16 億円／
0 円）、市（5 億円／13 億円／3 億円）、町村（3 億円／1 億円／3 億円）である。 
図表 6－9 が示すように、10 年以上保有額の 1 団体平均は、道府県約 67 億円、政令









道府県土地開発公社 34 3,515 2,288 67 65.1%
政令市土地開発公社 9 1,077 952 106 88.4%
市町村土地開発公社 667 7,660 4,913 7 64.1%






図表 6－10 は、1 団体当たりの土地開発基金残高と保有内訳を団体区分別に算定し
たものである。土地開発基金のうちの現金預金在高の占める割合は、全団体では 47.4%















 図表 6－11 は総務省地方財政状況調査データを基に、団体区分別の起債残高に対する
利子負担率の状況を集計したものである。起債残高利子負担率は特別区 1.50、政令市 1.32





図表 6－11 2015 年度普通会計起債残高利子負担率の状況 
保有団体数 残高 保有団体数 （率） 保有団体数 （率） 保有団体数 （率）
都道府県 32 7,633 5,534 72.5% 1,723 22.6% 376 4.9%
政令市 16 19,378 4,351 22.5% 12,812 66.1% 2,215 11.4%
中核市・
旧特例市
58 2,376 1,123 47.3% 619 26.1% 633 26.6%
特別区 5 9,990 6,017 60.2% 3,973 39.8% 0 0.0%
市 472 803 373 46.5% 305 38.0% 125 15.6%
町村 669 195 112 57.4% 74 37.9% 10 5.1%
合計 1,252 1,000 474 47.4% 407 40.7% 120 12.0%
 土地開発基金 現金・預金 土地 その他
176 
 
                           （単位：百万円） 
 
出所：総務省ホームページ「地方財政状況調査個別データ」を参照して筆者作成。 
   http://www.soumu.go.jp/iken/jokyo_chousa_shiryo.html、（2017 年 3 月 1 日閲覧）。 
 
 図表 6－12 が示すように、起債残高にかかる利子負担率分布状況は 0.9%超 1.1%以下の
区分が 838 団体で最も多く約半数の団体が分布している。残りの半数の団体がさまざま
な利子負担の水準に分散している。起債残高の利子負担率を 0.3%低下させた場合の利子
削減額は、都道府県で平均 57 億円、政令市で平均 27 億 3,300 万円、中核市・旧特例市







      図表 6－12 起債残高にかかる利子負担率の分布表        （%） 
 
出所：総務省ホームぺージ「地方財政状況調査個別データ」を参照して筆者作成。 








 起債平均残高 利子額  利子負担率（％）
都道府県 47 1,900,250 22,957 1.15
政令市 20 910,942 12,885 1.32
中核市・
旧特例市
84 120,045 1,283 1.06
特別区 23 23,092 332 1.50
市 686 30,208 316 1.05
町村 928 6,412 67 1.05
合計 1,788 80,994 968 1.06
区分 団体数
（１団体平均値） (利子負担率：各団体負担率平均）
利回り ～0.6 ～0.9 ～1.1 ～1.3 ～1.5 ～1.7 ～1.9 ～2.1 ～2.5 ～2.9 ～4.5 ～5.1 合計







図表 6－13 利回り曲線(一般的な事例) 
 








 しかし、図表 6－14 が示すように、両者を相関関係においてとらえれば、定時償還方
式は満期一括償還の集合である。この関係を理解することは、調達コスト（利子負担）
を抑制し、債務を早期償還するための資金調達戦略を考察する前提である。 
 図表 6－13 で示したように利回りは償還期間が長いほど一般的に高いことから、償還
期間 1 年が最も利回りが低く、期間 5 年に向けて利回りが逓増する。したがって、図表
























           
 




      
      
  出所：堀内聡『これだけは押さえておきたい！自治体資金調達・運用の基礎知識』、2015 年、105
頁。 
 
 一方、元金均等償還方式および元利均等償還方式は、期間 1 年から期間 5 年に至る各
償還年限の満期一括償還債の集合であることから、償還期限 1 年から 5 年の満期一括償























期間 5 年の 
国債利回り＋α%が
適用 
期間 1 年の国債利回り＋α%が適用 
期間 2 年の国債利回り＋α%が適用 
期間 3 年の国債利回り＋α%が適用 
期間 4 年の国債利回り＋α%が適用 
期間 5 年の国債利回り＋α%が適用 
期間 1 年の国債利回り＋α%が適用 
期間 2 年の国債利回り＋α%が適用 
期間 3 年の国債利回り＋α%が適用 
期間 4 年の国債利回り＋α%が適用 













出所：「Ｂ国債利回」は財務省「国債金利情報／2016 年 10 月 10 日金利」を参照して筆者作成。
http://www.mof.go.jp/jgbs/reference/interest_rate/、（2016 年 12 月 9 日閲覧）。 
 
 次に、図表 6－15 において、満期一括償還方式と定時償還方式の金利への影響、およ
び、定時償還方式における据置期間の長短による金利への影響に関して、具体的な事例
による試算を通じて検証を行う。そのために、100 億円を 10 年半年賦償還で調達する場
合の、①満期一括償還方式、②定時償還方式・据置期間 5 年、および③定時償還方式・
据置期間なしの 3 つの事例につき、平均償還年限と国債基準利率を試算して比較を行う。 






















① 0.5年後 0.001% 5億円 3(年＊億円)
② 1年後 0.030% 5億円 5(年＊億円)
③ 1.5年後 0.040% 5億円 8(年＊億円)
④ 2年後 0.049% 5億円 10(年＊億円)
⑤ 2.5年後 0.061% 5億円 13(年＊億円)
⑥ 3年後 0.072% 5億円 15(年＊億円)
⑦ 3.5年後 0.093% 5億円 18(年＊億円)
⑧ 4年後 0.113% 5億円 20(年＊億円)
⑨ 4.5年後 0.131% 5億円 23(年＊億円)
⑩ 5年後 0.149% 5億円 25(年＊億円)
⑪ 5.5年後 0.166% 10億円 55(年＊億円) 5億円 28(年＊億円)
⑫ 6年後 0.182% 10億円 60(年＊億円) 5億円 30(年＊億円)
⑬ 6.5年後 0.215% 10億円 65(年＊億円) 5億円 33(年＊億円)
⑭ 7年後 0.248% 10億円 70(年＊億円) 5億円 35(年＊億円)
⑮ 7.5年後 0.295% 10億円 75(年＊億円) 5億円 38(年＊億円)
⑯ 8年後 0.341% 10億円 80(年＊億円) 5億円 40(年＊億円)
⑰ 8.5年後 0.382% 10億円 85(年＊億円) 5億円 43(年＊億円)
⑱ 9年後 0.422% 10億円 90(年＊億円) 5億円 45(年＊億円)
⑲ 9.5年後 0.462% 10億円 95(年＊億円) 5億円 48(年＊億円)
⑳ 10年後 0.502% 100億円 1,000(年＊億円) 10億円 100(年＊億円) 5億円 50(年＊億円)





















ころである。図表 6－16 はその戦略の効果を考察する事例である。 
 図表 6－16 は、国東市役所の会計別に、起債残高に対する償還年度までの利子負担額
の割合を算定したものである。一般会計の利子負担率 6.9%に比べて、簡易水道事業 16.2%、
公共下水道事業 16.6%および市民病院事業 13.6%等に見られるように、地方公営企業の利
子負担率が約 2 倍以上である。これは、一般会計は主に元金償還の据置期間 1 年、10 年
見直し金利方式および償還期限 20 年以内で起債してきたのに対して、地方公営企業は
主に据置期間 5 年、30 年固定金利方式で起債してきたからであると考察される。 
 一般会計の据置期間 1 年と地方公営企業の据置期間 5 年を比較すれば、一般会計は早
期に債務が償還できるための利子削減効果および平均償還年限を短期化するための利率












図表 6－16 国東市会計別将来にわたる利子負担の状況 




   出所：国東市提供資料を参照して筆者作成。 
 
 大蔵は地方公営企業の資金調達のあり方について、「民間は長くても 10 年で、多くは











 第 1 章Ⅲ（4）で紹介したように、総務省「地方債同意基準」（平成 29 年総務省告示












住宅新築資金等貸付事業 2,124 215 10.1%
介護サービス事業 48,800 1,310 2.7%
簡易水道事業 1,985,952 322,675 16.2%
公共下水道事業 1,550,441 256,926 16.6%
特定環境保全公共下水道事業 4,010,526 690,807 17.2%
農業集落排水事業 269,567 42,403 15.7%
浄化槽設置事業 15,927 4,067 25.5%
市民病院事業 4,410,706 601,721 13.6%

































 その要因の 1 つが、公的資金における償還期限と据置期間に対する誤解である。図表
6－17 は財政融資資金における起債対象事業別の償還期限および据置期間の基準を示し
ている。たとえば、公共事業（農業農村整備・道路事業）に関して，償還期限 15 年、同
左のうち据置期間 3 年とされている。これを既定のものとして、償還期限 15 年、据置期
間 3 年で借入するのである。しかし、この基準の留意事項では、償還期限を 5 年まで短
くすることは地方自治体の裁量に任され 11 、据置期間はゼロでも認められるていること
が、地方自治体関係者に広く理解されていない。 









図表 6－17 財政融資資金 償還期限および据置期間 
 
 出所：地方債制度研究会編『平成 28 年度地方債の手引き』地方財務協会、2016 年、673-674 頁 
 を参照して筆者作成。 
 
図表 6－18 地方公共団体金融機構 償還期限および据置期間 
 












１ 公共事業(農業農村整備・道路事業) 15年 3年
２ 公営住宅建設 25年 3年
３ 災害復旧事業（小災害過年分除く） 10年 2年
４ 義務教育・高等学校施設 25年 3年
５ 過疎対策事業（利率見直し方式） 12年（30年） 3年（５年）
６ 水道業 40年 5年
７ 港湾整備事業（埠頭用地） 40年 5年
８ 病院事業（機械器具） 10年 1年
９ 病院事業（病院等） 30年 5年
10 下水道事業 40年 5年




１ 公共事業(道路) 20年以内 5年（以内）
２ 公営住宅建設 25年以内 3年（以内）
３ 災害復旧事業（火災害・小災害除く） 10年以内 2年（以内）
４ 義務教育・高等学校施設 25年以内 3年（以内）
５ 合併特例事業 30年以内 5年（以内）
６ 社会福祉施設整備事業 20年以内 3年（以内）
７ 水道事業固定金利（利率見直し） 30年(40年)以内 5年（以内）
８ 病院事業 30年以内 5年（以内）
９ 下水道事業固定金利（利率見直し） 30年(40年)以内 5年（以内）
10 臨時財政対策債(利率見直し・市町村) 20年以内 3年（以内）


















































 しかし、地方交付税法第 6 条第 1 項では、「所得税及び法人税の収入額のそれぞれ 100









 第 4 章Ⅳ2（2）では、資金管理アンケート集計結果から、資金調達職員の専門研修が
324 団体中 278 団体（86%）で実施されていないことを示している。なお、資金調達職
員に対する専門研修を行う 46 団体（14%）のうち、半日実施 15 団体（33%）、1 日実施




















 ① リスクマネジメントの考え方-リスク選好 
 ② 議会による監視（資金管理基本方針の条例制定） 
 ③ 誠実性・倫理観・業務遂行能力 
 ④ 組織構造（資金管理活動連絡会議） 
 ⑤ 権限と責任付与（一時借入、基金運用） 
 （戦略および目的の設定） 
 ⑥ 資金管理定義（使命、戦略目的、関連目的、5 つの活動、対象（資金、会計）、方 
  法：リスク選好） 
 ⑦ 関係法令の遵守 
 ⑧ 対象：歳計現金、歳入歳出外現金、基金、地方公営企業資金、準公金 
 （事象の識別） 
 ⑨ 戦略と目的に影響を及ぼすリスクと機会を事象として識別、事象の相関関係評価 
（リスク評価） 
 ⑩ 活動レベルのリスク分析（業務記述書、業務フロー、リスクコントロールマトリ 
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  クス） 
 ⑪ 全社的レベルのリスク分析（外部要因、内部要因、リスクと機会の相互関係） 
 （リスク対応およびリスク選好） 
 ⑫ リスク選好（リスクを引き受ける量を決める）によるリスクとリターンのバラン 
  ス 
 ⑬ 資金調達・運用におけるリスク・コントロール 
 ⑭ 預金保護のためのペイオフ対策 
（統制活動） 
 ⑮ 会計管理者、企業出納員の役割 
 ⑯ 現金取扱いに関する統制手続 
 ⑰ 資金計画書作成 
 ⑱ 短期金融市場に連動した資金調達 
 ⑲ 資金調達と資金運用利回りの相関関係 
 ⑳ 年次資金調達戦略の策定と公表 
 ㉑ 起債取引の活動基準 
 ㉒ 短期資金運用商品の制限 
 ㉓ 年次資金運用戦略の策定と公表 
 ㉔ 短期資金運用商品の制限、歳計現金等の国債等運用額の投資量制限 
 ㉕ すべての基金、地方公営企業、外郭団体の一括運用 
 ㉖ オーバーパー・アンダーパー償却手続 
 ㉗ 売却損失の処理手続 
（情報と伝達） 
 ㉘ 資金管理基本方針の公表と監査委員通知へ通知 
 ㉙ 年次資金調達・運用戦略計画とその実績の公表、長、企業管理者、議会および監 
  査委員への報告 
 ㉚ 資金調達利子負担実績および資金運用収入実績の公表、長、企業管理者、議会お 
  よび監査委員への報告 
 ㉛ 現金取り扱いに関する実地指導結果調書を監査委員に提出 
（モニタリング） 
 ㉜ 現金出納に対する日常的監視 
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 ㉝ 現金出納・保管に関する独立的監視 

















②  内部資金による資金繰りと資金運用の相関関係 
資金管理アンケートでは、基金等の内部資金による資金繰りを行っている団体 418
















 歳計現金等のひっ迫のリスクに対して、次の 3 つの対応が想定される。これらのリス
ク管理は、資金運用効率性確保という目的のための資金運用戦略である。 











に利子を付して返済する。2017 年 3 月から 5 月にかけて、国東市が行った債券売り現
先取引は金利 0%で調達できた。金融市場金利と連動しているため、調達金利が安い





 ② 中小企業振興制度融資に係る預託金による恒常的な資金不足 






























 その要因の 1 つが、起債の目的を世代間の公平とする認識である。これは、総務省「地
方債同意基準」（平成 29 年総務省告示第 139 条）において、地方債の償還年限は建設し
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資金調達規程が 27 団体（11%）制定されているのに対して、資金運用規程は 243 団体
（75%）制定され、約 9 倍の多さである。これは、第 6 章Ⅱ1 で示したように、総務
省から地方自治体に対して「ペイオフ解禁に向けた地方公共団体の対応について」（平
成 14 年 2 月 8 日付け総行自第 9 号）および「地方公共団体におけるペイオフ解禁後
の対応状況について」（平成 18 年 12 月 1 日付け総行自第 219 号）」が通知され、いず
れの通知においても、公金保全のための資金管理方針の制定を求めたことによるもの
と考察される。 
 資金管理アンケートで提供された 199 団体の資金管理規程および東京都ホームペー
ジから得た東京都公金管理ポリシーによる 200 団体の資金管理規程を対象に分析した。
資金調達と資金運用の統一規程は 8 団体（4%）、資金運用管理規程は 192 団体(96%)、
および長期資金調達管理規程は 14 団体（7%）である。ただし、短期資金調達と資金運







 ③ 人的資源に関する規定の不備 
資金調達および資金運用管理規程全体の分析であるが、職業倫理（誠実性および金
融関係情報収集）に関して、77 団体（39%）が定めている。職員の教育、研修を行う
規定は 20 団体（10%）が定め、外部専門家の意見を取り入れる規定は 17 団体（9%）
が定めている。 









 ⑤ 目的およびリスクの考え方に関する規定 
資金の安全性、流動性および利回りを目的としている団体は 177 団体（88%）で約








 ⑥ 年次資金運用計画作成 
年次または随時資金運用計画は、金融市場の変化に応じた機動的な対応を可能にす










による投資制限」を 20 団体（10%）が定めている。 


















い規定は 44 団体（22%）が定めている。 





ない内部規程が約 9 割あり、資金管理規定の約 8 割が周知されていない。 
また、資金管理規程公表の定めがあるのは 6 団体（3%）、資金運用利回りの算定を
行っているのは、歳計現金・歳入歳出外現金は 63 団体（19%）、基金は 96 団体（29%）
であり、うち 2 団体は複数年度での資金運用利回りを算定している。資金運用利回り




 ⑫ 資金管理規程のモニタリングにかかる不備 
資金調達規程または資金運用規程を制定している地方自治体のうち、資金管理規程
の遵守に関する監視は、監査委員 139 団体（57%）、議会 22 団体（9%）、および外部



















 第 4 章Ⅳ6（3）は、資金管理アンケート集計結果から 2014 年度歳計現金等平均残高
（団体平均）に対する運用利回りおよび運用利回りの分布を次のように示している。都
道府県 888 億円に対し 0.07%、政令市 281 億円に対し 0.09%、中核市・旧特例市 83 億円
に対し 0.06%、特別区 104 億円に対し 0.02%、一般市 26 億円に対し 0.06%、町村 7 億円
に対し 0.04%であり、全団体平均は 104 億円に対し 0.06%である。歳計現金等平均残高
は巨額であるが、運用利回りは団体区分に関わらず低い数値である。また、全団体平均
0.06%を下回る利回り 0%超 0.05%以下に最多の 161 団体（50%）が分布し、運用利回り
0%に 32 団体（9.9%）、運用利回り 0.06%超 0.1%以下に 85 団体（26.4%）が分布してお
り、0%から 0.1%以下の区間に合わせて 278 団体（86.3%）が分布している。なお、0.6%
超 0.9%以下に 1 団体、1.2%超 1.5%以下に 1 団体分布しているが、これは、長期、超長期
債券運用を行っている自治体である。 
 図表 7－1 は、地方自治体 12 団体のホームページから 2015 年歳計現金等平均残高に対
する運用利回りを集計したものである 2。地方自治体の資金運用利回りをホームページ
で公表している団体はほとんど見受けられない。歳計現金等平均残高に対する運用利回
りは、東京都 1 兆 2,934 億円に対し 0.03%、大阪府 4,514 億円に対し 0.024%、宮城県 1,377
億円に対し 0.055%、新潟県 308億円に対し 0.038%、神奈川県 2,584億円に対し 0.083%、
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群馬県 174 億円に対し 0.03%、川崎市 323 億円に対し 0.049%、世田谷区 203 億円に対
し 0.023%、深谷市 66 億円に対し 0.044%、上越市 142 億円に対し 0.015%、国東市 24 億
円に対し 1.831%である。資金量の多さと運用利回りの高さには、相関関係はない。国東
市を除いた 10 団体の資金運用利回り平均は 0.039%である。福岡市は基金運用利回りに
関してはホームページで公開しているが、歳計現金等の状況は非公開である。2015 年度




図表 7－1 2015 年度 歳計現金等の平均残高と運用利回り 
 
 出所：各団体ホームページ「資金運用実積」および財務省ホームページ「国債金利情報」を参照 





現金等の運用期間が「①1 年以内の短期運用」が 308 団体（95%）で行われ、「④超長期

















































































度融資における金融機関からの貸出金利軽減を目的として、金融機関に対し 4 月 1 日に




















歳出外現金および地方公営企業資金の保管に関しては、同法施行令第 168 条の 7 第 3 項




 これに関連して、図表 7－2 が示すように、自治事務次官通知（昭和 33.6.14.自乙財発
第 4 号）が出され、「地方公共団体の公金の取扱」に関して、「出納長等が行う保管の形
式のうち最も適当と認められるのは確実な金融機関に対する預金の方法によることであ
る」とする見解が示されている。第 4 章 6（3）では、資金管理アンケート集計結果から
「歳計現金等を預金等短期・中期運用に限定する理由」に対して「自治事務次官通知（昭




し、預金のみでの保管を行う 1 つの要因であることを示している。 
 
図表 7－2 歳計現金等の「確実かつ有利な保管」に関する自治省（現：総務省）の見解 
出所：地方自治制度調査会『地方自治関係実例判例集普及版（第 15 次改訂版）』ぎょうせい、2015 年、 
1,256-1,257 頁。 















 第 1 に、戦後、わが国で国債発行が開始されたのは 1965 年 1 月からであるが、当該自
治事務次官通知は国債市場がない 1958 年に出されたものであり、時代背景が現代と大き












 以上の 2 点から、自治省事務次官通知の「歳計現金の保管」指針に沿って、歳計現金
等を預金に限定して保管することは、地方自治法第法 235 条の 4 第 1 項に定める「最も
確実かつ有利」な歳計現金の保管目的に矛盾することが明らかである。 










図表 7－3 預金金利と国債金利の推移 
 
普通預金（%） 定期預金（%） 10 年国債（%） 20 年国債（%） 
1956 2.190 ― ― ― 
1966 2.190 ― ― ― 
1976 2.500 ― 8.227 ― 
1986 0.260 ― 5.454 5.791 
1996 0.100 0.625 2.751 3.676 
2007 0.198 0.401 1.681 2.146 











 基金平均残高は、「年度当初残高＋年度末初残高」÷2 または 1 年の月末残高の平均あ
るいは 1 年の日々残高の平均を算定した額である。運用利回りとは、1 年間の運用収入
を基金平均残高で除した率である。基金平均残高と運用利回りの状況を、アンケート集
計結果および地方自治体ホームページの情報により検証する。 
 第 4 章Ⅳ8 は、資金管理アンケート集計結果から 2014 年度基金平均残高（団体平均）
に対する運用利回りおよび運用利回りの分布を次のように示している。都道府県 2,928
億円に対し 0.25%、政令市 1,372 億円に対し 0.37%、中核市・旧特例市 236 億円に対し
0.16%、特別区 648 億円に対し 0.16%、一般市 105 億円に対し 0.27%、町村 39 億円に対
し 0.22%であり、全団体平均は 530 億円に対し 0.24%である。基金平均残高は巨額であ
るが、運用利回りは団体区分に関わらず低い数値である。また、全団体平均 0.24%を下
回る利回り 0%超 0.2%以下に最多の 219 団体（68%）が分布し、運用利回り 0%に 3 団体
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（0.9%）、運用利回り 0%超 0.1%以下に 104 団体（32%）が分布している。なお、0.9%
超 2.8%以下に 16 団体（4.9%）分布している。 
 図表 7－4 は、地方自治体のホームページで基金平均残高と運用利回りを公表してい
る 12 団体の 2015 年度基金運用の状況を示した。都道府県、政令市、特別区が 8 割を占
めていることから、全国地方自治体における基金運用の一般的な状況を推定することは
できない。基金運用実績をホームページで公表している地方自治体は極めて少ない。 
 都府県における基金平均残高に対する運用は、都県が東京都 3 兆 150 億円を筆頭に、
次いで神奈川県 6,977 億円、最低の群馬県 1,040 億円に至るまで巨額である。なお、大
阪府は日本万国博覧会記念公園基金 112 億円を除いた基金の資金を歳計現金等に移行さ
せているため、正確な基金残高が把握できない。政令市の福岡市 2,532 億円、川崎市 2,204
億円であり、特別区である世田谷区 673 億円と巨額の資金を保有しているが、一般市の
深谷市、上越市、国東市はいずれも 100 億円台の資金規模である。 
 基金運用利回りは、国東市 1.922%、福岡市、1.735%、神奈川県 0.912%、深谷市 0.906%






図表 7－4 2015 年度 基金の平均残高と運用利回り 
 
























































 これら 11 団体のうち、深谷市、上越市および国東市を除いた 8 団体は満期一括償還地
方債発行団体であるため、満期一括償還地方債償還のための減債基金を保有している。
この減債基金は地方債残高が減らない限り減少せず、資金が安定しているため、超長期
資金運用が可能であると考えられる。福岡市は運用利回り 1.735%で 20 年国債利回り
1.031%を超える運用利回りであり、神奈川県 0.912%、川崎市 0.829%および群馬県 0.688%



















有価証券 9%であり、現金預金が 8 割を超えている。団体区分別の現金預金と有価証券
の割合は、政令市は 71%と 13%、特別区は 60%と 29%であり、それ以外の団体は現金・








図表 7－5 2015 年度 普通会計積立型基金の運用状況 
 
出所：総務省「地方財政状況調査個別データ」を基に筆者作成。 







基金繰替運用が 300 団体（52%）を占めており、回答団体数 324 団体を母数とした場合、
























都道府県 47 39 83% 174,766 148,529 85% 11,563 7%
政令市 20 14 70% 57,198 40,821 71% 7,552 13%
中核市・
旧特例市
84 45 54% 21,797 18,841 86% 1,630 7%
特別区 23 20 87% 79,005 47,056 60% 22,664 29%
市 686 294 43% 10,116 8,770 87% 857 8%
町村 928 229 25% 3,830 3,495 91% 234 6%
総計 1,788 641 36% 13,143 11,030 84% 1,207 9%
団体数
積立型基金年度末残高(団体平均)
                               単位：百万円
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第 4 章Ⅳ2（6）では、資金管理アンケート結果から、国内公共債運用を行う 190 団
体のうち、「①満期保有原則」を有す 157 団体（83%）が、「②利息収入に売却収入を
加味」28 団体（15%）、「③短期売買が基本」1 団体（0.5%）、「④『②利息収入に売却







図表 7－6 債券単価を求める計算式 
 

























 第 4 章Ⅳ9 が示すように、アンケート集計結果は、債券運用実施 190 団体中、「オーバ


















金を回収する場合である。財務省国債金利情報では、2017 年 7 月 6 日に 20 年国債金利








 第 4 章Ⅳ2（2）では、資金管理アンケート集計結果から、資金運用職員の専門研修が
255 団体（79%）で実施されていないことを示している。なお、資金運用職員に対する
専門研修を行う 69 団体（21%）のうち、半日実施 13 団体（19%）、1 日実施 16 団体（23%）、


























 ① リスクマネジメントの考え方-リスク選好 
 ② 議会による監視（資金管理基本の条例制定） 
 ③ 誠実性・倫理観・業務遂行能力 
 ④ 組織構造（資金管理活動連絡会議） 
 ⑤ 権限と責任付与（一時借入、基金運用） 
 （戦略および目的の設定） 
 ⑥ 資金管理定義（使命、戦略目的、関連目的、5 つの活動、対象（資金、会計）、方
法：リスク選好） 
 ⑦ 関係法令の遵守 
 ⑧ 対象：歳計現金、歳入歳出外現金、基金、地方公営企業資金、準公金 
 （事象の識別） 
 ⑨ 戦略と目的に影響を及ぼすリスクと機会を事象として識別、事象の相関関係の評  




 ⑪ 全社的レベルのリスク分析（外部要因、内部要因、リスクと機会の相互関係） 
 （リスク対応およびリスク選好） 
 ⑫ リスク選好（リスクを引き受ける量を決める）によるリスクとリターンのバラン 
  ス 
 ⑬ 資金調達・運用におけるリスク・コントロール 
 ⑭ 預金保護のためのペイオフ対策 
（統制活動） 
 ⑮ 会計管理者、企業出納員の役割 
 ⑯ 現金取扱いに関する統制手続 
 ⑰ 資金計画書作成 
 ⑱ 短期金融市場に連動した資金調達 
 ⑲ 資金調達と資金運用利回りの相関関係 
 ⑳ 年次資金調達戦略の策定と公表 
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 ㉑ 起債取引の活動基準 
 ㉒ 短期資金運用商品の制限 
 ㉓ 年次資金運用戦略の策定と公表 
 ㉔ 短期資金運用商品の制限、歳計現金等の国債等運用額の投資量制限 
 ㉕ すべての基金、地方公営企業、外郭団体の一括運用 
 ㉖ オーバーパー・アンダーパー償却手続 
 ㉗  売却損失の処理手続 
（情報と伝達） 





 ㉛ 現金取り扱いに関する実地指導結果調書を監査委員に提出 
（モニタリング） 
 ㉜ 現金出納に対する日常的監視 
 ㉝ 現金出納・保管に関する独立的監視 









 歳計現金等のひっ迫のリスクに対して、次の 3 つの対応が想定される。これらのリス
ク管理は、資金運用効率性確保という目的のための資金運用戦略である。 














 ② 構造的要因による一時的な支払資金不足に対する対応 
  基金等内部資金から一時借入等の外部資金に調達元を転換することである。 

























 ① 内部資金による資金繰り 
  基金繰替運用、預金担保借入、一般当座貸越、グループファイナンス 








期間が「①1 年以内の短期運用」が 385 団体（95%）で行われ、「④超長期債券運用」の










 ① 基本的な短期資金調達を債券売り現先取引で対応 
前章Ⅲで示したように、債券売り現先取引は、金融市場金利と連動した低金利であ
るとともに、2 日前に電話で取引できる。取引期間中の国債金利は自治体に帰属する。 















































図表 7－7 長の権限を会計管理者補助組織に付与する組織規則 
『埼玉県行政組織規則』（会計管理者の補助組織） 
第 5 条 会計管理者の権限に属する事務及びこの規則に定める知事の権限に属する事務を処
理させるため、出納総務課及び会計管理課を置く。 
会計管理課 二 県が設置する基金の運用に関すること。 
 
『東京都組織規程』（会計管理局各部課の分掌事務） 












































 第 4 第Ⅳ節第 8 項では、アンケート調査集計結果から基金保有数平均および基金の一
括運用の状況を示している。基金保有数平均は、都道府県 33 個、政令市 28 個、中核市・




（24%）、政令市 9 団体（56%）、中核市・旧特例市 11 団体（17%）、特別区 7 団体（54%）、
市 29 団体（23%）、町村 10 団体（15%）、計 75 団体（23%）である。 

































 債券価格の決定要素は図表 7－6 が示す市場利回りと債券利率（クーポン）の調整だ
けでなく、時間が経過することで債券価格が上昇する（ロールダウン）効果が影響を及




場金利は 0.4%のため債券価格は 100 円であるが、市場金利が逓減するため債券価格は上
昇し、残存年数 12 年の市場利回りは 0.02%になるため債券価格は 104.6 円に上昇する。












図表 7－9 時間経過による価格上昇（ロールダウン）効果 
 
注 ：購入価格を 100 円にするために、各年度利回りに 0.02%を加算した。 
出所：財務省ホームページ「国債金利情報／2016.10.27」を参照して筆者作成。 
   http://www.mof.go.jp/jgbs/reference/interest_rate/、（2016 年 12 月 9 日閲覧）。 
 
（2）再投資収入による金利変動リスクの対応 


























図表 7－11 価格変動リスクと再投資リスクの相殺効果 
 






























額面とするものである。そのため、図表 7－12 に示すように、受取利息 3 円は同額を
収入調定し、歳入 3 円として会計で認識する。地方公会計は、償却原価法により、（借
方）現金 3 円、（貸方）国債 1 円、運用収入 2 円による仕訳を行い、債券台帳の国債
簿価を 1 円減ずる（償却する）。この会計処理を 4 年間行い、満期には当該国債簿価
は 100 円になり、額面 100 円と同額になる。 
 
図表 7－12 公有財産に属するオーバーパー債券の償却図 
 
    出所：筆者作成。 
 
② 歳計現金におけるオーバーパーの償却手続 
歳計現金の場合は、図表 7－13 が示すように、受取利息 3 円に対し、収入調定は償
却額 1 円を減じ 2 円とする。歳入は 2 円として認識する。そして、債券台帳の国債簿
価を 1 円減ずる。重要なことは、受取利息 3 円であるが、国債簿価 1 円減ずる（償却
する）ことにより、歳計現金計は 114 円から収入調定額 2 円と同額増え 116 円になる
ことである。この会計処理を 4 年間行い、満期には当該国債簿価は 100 円になり、償




































図表 7－13 歳計現金に属するオーバーパー債券の償却図 
 
      出所：筆者作成。 
 
③ 基金におけるオーバーパーの償却手続 
図表 7－14 が示すように、受取利息 3 円に対し、収入調定は償却額 1 円を減じた 2
円とする。債券台帳の国債簿価を 1 円減ずるとともに、予算を通さずに、歳計現金か
ら基金へ 1 円移動する。重要なことは、基金の国債簿価を 1 円減ずる（償却する）が、
歳計現金から基金に 1 円移動することにより、基金計は 114 円のまま変わらないこと
である。官庁会計の会計処理と償却原価法適用の整合性が取れていることを示すもの





図表 7－14 基金に属するオーバーパー債券の償却図 
 
      出所：筆者作成。 
 
（5）官庁会計におけるアンダーパー債券に関する償却原価法適用手続の考察 
 国債額面 100 円を 96 円で取得したため、アンダーパーが 4 円生じている事例である。 
 ① 公有財産におけるアンダーパーの償却手続 
 
残高（簿価） 残高（簿価）
預金 10 預金 13

















預金 10 預金 11





















図表 7－15 公有財産に属するアンダーパー債券の償却図 
 
       出所：筆者作成。       
 
図表 7－15 の事例は、4 年後の満期償還時に 4 円償還益が発生するが、発生主義の
立場から、4 年間に 1 円ずつ利益を配布する。アンダーパーを各年 1 円償却し、満期
には簿価＝額面とするものである。そのため、図表 7－15 に示すように、受取利息 3
円であるが、収入調定 4 円計上し、歳入 4 円として会計は認識する。歳出予算「投資
及び出資金」1 円執行して、歳入「財産収入」に振り替える。地方公会計は、償却原
価法により、（借方）現金 3 円、国債 1 円、（貸方）運用収入 4 円による仕訳を行い、
債券台帳の国債簿価を 1 円増やす（償却する）。この会計処理を 4 年間行い、満期には
当該国債簿価は 100 円になり、額面 100 円と同一になる。 
② 歳計現金におけるアンダーパーの償却手続 
歳計現金の場合は、図表 7－16 が示すように、受取利息 3 円であるが、収入調定 4
円計上し、歳入 4 円として会計は認識する。債券台帳の国債簿価を 1 円増やす。受取
利息 3 円であるが、国債簿価 1 円増やす（償却する）ことにより、歳計現金計は 106
円から収入調定額 4 円と同額増えて 110 円になっている。官庁会計の会計処理と償却
原価法適用の整合性が取れていることを示すものである。この会計処理を 4 年間行い、






































図表 7－16 歳計現金に属するアンダーパー債券の償却図 
 
       出所：筆者作成。 
 
③ 基金におけるアンダーパーの償却手続 
図表 7－17 が示すように、受取利息 3 円であるが、収入調定は償却額 1 円を足した
4 円計上し、歳入 4 円として会計は認識する。債券台帳の国債簿価を 1 円増やすとと
もに、予算を通さずに、基金から歳計現金へ 1 円移動する。重要なことは、基金の国
債簿価を 1 円増やす（償却する）が、基金から歳計現金に 1 円移動することにより、
基金計は 106 円のまま変わらないことである。官庁会計の会計処理と償却原価法適用
の整合性が取れていることを示すものである。この会計処理を 4 年間行い、満期には




図表 7－17 基金に属するアンダーパー債券の償却図 
 
     出所：筆者作成。 
 
（6）官庁会計における債券売却損失の償却手続の考察 
 財務省国債金利情報では、2017 年 7 月 6 日に 20 年国債金利は 0.022%まで低下し、同
年 9 月 21 日 0.419%まで上昇の一途をたどり、その後も金利は上昇し、7 月の金利水準
残高（簿価） 残高（簿価）
預金 10 預金 13


















預金 10 預金 9


































簿価 100 円を 90 円で売却したため、売却損失が 10 円生じており、かつ、受入済み運用
収入が 50 円あるという事例である。 
① 歳計現金における運用収入を用いる債券売却損失の償却手続 
図表 7－18 の事例では、この売却損失を歳計現金の運用収入を用いて償却するもの
である。そのため、受入済運用収入は 50 円あるが、収入 10 円減額調定を行い、歳入





図表 7－18 歳計現金における既存の収入による債券売却損失償却図 
 
     出所：筆者作成。 
 
残高（簿価） 残高（簿価）
預金 50 預金 140





















基金の場合は、図表 7－19 が示すように、受入済の基金運用収入は 50 円あるため、
基金運用収入 10 円減額調定を行い、歳入還付を 10 円処理するとともに、予算を通さ
ずに、歳計現金から基金へ 10 円移動する。基金運用収入（収入調定額）が 40 円、歳
入として受入れた現金 40 円となり、売却損失が処理（償却）されたことになる。ま





図表 7－19 基金における既存の収入による債券売却損失償却図  
 
    出所：筆者作成。 
 
③ 歳計現金における他債券売却益を用いる債券売却損失償却手続 
歳計現金の場合は、図表 7－20 に示すように、他国債売却益 10 円と当該国債売却
損失 10円を相殺するものである。歳計現金計 250 円は処理後も 250円で変わらない。
なお、同じ年度内であれば、他債券の売却を後日行う事後処理は可能である。 
 
図表 7－20 歳計現金における他債券売却益を用いる債券売却損失償却図 
 













預金 10 預金 110

















預金 50 預金 250
当国債 100 当国債 0
他国債 100 他国債 0


















基金の場合は、図表 7－21 が示すように、他の国債売却益 10 円と当該国債売却損失
10 円を相殺するものである。歳計現金計 50 円は処理後も 50 円で変わらない。なお、
同じ年度内であれば、他債券の売却を後日行う事後処理は可能である。 
 
図表 7－21 基金における他債券売却益を用いる債券売却損失償却図 
 
 


























預金 10 預金 210
当国債 100 当国債 0


















1  The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, Enterprise Risk 
Management - Integrated Framework、▶Executive Summary▶Framework, AICPA, September 2004, 
p.27. 八田進二監訳/中央青山監査法人訳『全社的リスクマネジメントフレームワーク篇』東洋経済




 平成 27 年度東京都公金管理実績 http://www.kaikeikanri.metro.tokyo.jp/koukinkanrijisseki27-4.pdf 
 平成 27 年度大阪府資金保管・運用実績 http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/5233/00221787/28- 
6_12_shikin.pdf#search=%27%E5%A4%A7%E9%98%AA%E5%BA%9C%E8%B3%87%E9%87%91%E9%
81%8B%E7%94%A8%27  
 平成 27 年度宮城県資金運用実績 https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kaikei/shikinunyoujisseki.html 
 平成 27 年度新潟県公金運用状況 http://www.pref.niigata.lg.jp/HTML_Article/466/953/H27koukin- 
unyoujoukyou,0.pdf 
平成 27 年度神奈川県公金運用実績 
http://www.pref.kanagawa.jp/uploaded/life/1167522_4147753_misc.pdf 









平成 27 年度上越市公金の運用状況 http://www.city.joetsu.niigata.jp/uploaded/attachment/121159.pdf 
国東市公金の管理について http://www.city.kunisaki.oita.jp/soshiki/kaikei/koukinkanri.html、（2017
年 4 月 12 日閲覧）。 
233 
 


















 英国地方自治体の資金管理は、わが国地方自治体と 2 つのちがいがある。第 1 に、CIPFA
「資金管理実務規範」を標準として制定される「資金管理基本方針」による資金管理の
統制が行われていることである。第 2 に、最高財務責任者（Chief Financial Officer：CFO）
がおかれ、CFO が自治体の財務管理を一元的に統括し、資金管理において中核的な役割
を担っていることである。 







 英国地方自治体は、英国勅許公共財務会計協会（Chartered Institute of Public Finance 
and Accountancy: CIPFA）「資金管理実務規範」“Treasury Management in Public Services: 
Code of Practice and Cross-Sectional Guidance Note”1を公共部門の資金管理規範の標準
として尊重することが法令等 2 で定められている。地方自治体では、資金管理基本方針
（Treasury Management Policy Statement）を毎年作成し、そのなかに資金管理戦略が記
載されている。資金管理戦略は 2003 年地方自治法および資金管理実務規範において毎
年作成することが規定されている。コミュニティ・地方自治省（DCLG）の 2010 年地方
自治体投資指針（GUIDANCE ON LOCAL GOVERNMENT INVESTME- 
STMENTS）において投資戦略を毎年作成するよう規定されており、基本方針とともに公
開されている。また、CIPFA「地方自治体における資本財政のための自主決定基準」“the 









い。そして、第 4 章Ⅳ5 の資金管理アンケート結果では、資金調達管理規程を制定して
いない地方自治体が 297 団体（92%）あり、資金運用管理規程を制定していない地方自








（2）英国地方自治体における CFO による財務管理の一元的な統括 
 英国地方自治体の CFO は会計専門職としての資格を有することが求められており、専
門性を通じて責務に応える体制が法制化されている。イングランドおよびウェールズの





1972 年地方自治法（北アイルランド）第 54 条において、歳入歳出に関し安全で効率的
な体制を整備し、選任された CFO の監督下で管理されなければならないと規定されてい
る。また、1988 年地方財政法（Local Finance Act 1988）第 113 条では、CFO の要件とし
て、CIPFA ほか 5 つの職業会計団体のいずれかの会計専門職でなければならないと定め
られている。 
 CIPFA 意見書『地方自治体の財務管理における最高財務責任者の役割』“The Role of the 
Chief Financial Officer in Financial Administration in Local Government、2010”において、
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CFO の具体的な役割が示されている。この意見書では、CFO の役割に関して、5 つの原
則（①CFO は執行部の一員であること、②財務戦略への関与、③適切な公金管理、④財
務部門の指揮・命令、⑤専門的資格の保持と豊富な経験）が示されると同時に、「ガバナ
ンスの必要条件」、「CFO の中心的な責任」、「個人の技術および専門的基準」の 3 つの要
素において整理されている。 






























 CIPFA『資金管理実務規範』は、定義、8 つの策定目的、3 大原則、資金管理実務規定





















































出所：CIPFA, Treasury management in the Public Services Code of Practice and Cross- 
 Sectoral Guidance Notes, 2011.,p.1. The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway 
Commission, Enterprise Risk Management - Integrated Framework、▶Executive Summary▶Framework, 











素から、類似の項目を図表 8－2 にあげている。 
 資金管理実務規範の策定目的（以下「策定目的」という。）を ERM マネジメントの構






























図表 8－2 資金管理実務規範の策定目的と ERM フレームワークの類似点 
 
出所：CIPFA, Treasury Management in Public Services: Code of Practice and Cross- 
   -Sectional Guidance Note, 2011, pp.3-4.を参照して筆者作成。 
 
図表 8－3 全社的リスクマネジメントの構成要素 
 
  出所：the Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission,  
     Enterprise Risk Management - Integrated Framework ▶Application Techniques, AICPA ,   
     2004, p.2．Exhibit1.1. 





























































 図表 8－4 は、資金管理実務規範の根幹となる 3 つの原則を示している。第 1 原則は、
戦略、目的、方針、実務規定および財務報告に関するフレームワークを構築する。第 2
原則で、資金管理の責任が組織にあることを明示したうえで、年次戦略計画に資金管理
の取りうるリスクを明示する。第 3 原則で、資金管理に関する VFM および業績測定が
フレームワークに反映すべきとされている。 





時、戦略を更新することになる。そのため、ERM フレームワークは、第 2 原則「年次戦




図表 8－4 資金管理実務規範の 3 大原則と ERM フレームワークの類似点 
 
出所：CIPFA, Treasury Management in Public Services: Code of Practice and Cross- 
   Sectional Guidance Note, 2011, pp.7-8.を基に筆者作成。 
 
（4）資金管理実務規範の実務に関する規定（Treasury Management Practice: TMP） 
 CIPFA「資金管理実務規範」では、3 つの重要な原則に基づいて、12 の実務規定（TMP）


























の明確化、TMP6～7 は経営情報、TMP8 はキャッシュマネジメント、TMP9 は資金洗浄、





図表 8－5 資金管理実務規定（TMP）と ERM の構成要素 
 
出所：CIPFA, Treasury Management in Public Services: Code of Practice and Cross- and 

























































































































その分量も他の TMP に比べて群を抜いて多く割かれている。 この項で扱うリスクは、
それぞれ①信用リスクおよび取引先リスク、②流動性リスク、③金利リスク、④為替リ
スク、⑤借換えリスク、⑥法令リスク、⑦不正・誤謬・汚職および非常事態リスク、⑧
市場リスクの 8 つに分類されている（図表 8－5 参照）。 

















出所：CIPFA, Treasury Management in Public Services: Code of Practice and Cross- 
   Sectional Guidance Note, 2011, pp.14-15.を参照して筆者作成。 
 











































































 ① 資金管調達理規程の制定に関する不備 
資金調達管理規程は 324 団体中 27 団体（8.3%）が制定しているのみである。資金






資金運用管理規程は 192 団体(96%)、および長期資金調達管理規程は 14 団体（7%）で
ある。 
 ② 資金管理規程の対象に関する不備 





 ③ 職業倫理および人的資源に関する規定に関する不備 
職業倫理（誠実性および金融関係情報収集）に関して、77 団体（39%）が定めてい
る。職員の教育、研修を行う規定は 20 団体（10%）が定め、外部専門家の意見を取り
入れる規定は 17 団体（9%）が定めている。 
 ④ 権限と責任の規定に関する不備 
会計管理者補助組織（会計課等）が一時借入を所管している 102 団体（32%）のう
ち 67 団体（66%）に権限を分掌させる規則が整備されていない。会計管理者補助組織
（会計課等）が基金運用を所管している 240 団体（74%）のうち 216 団体（90%）に
権限を分掌させる規則が整備されていない。 








自治法、地方財政法等を遵守する規定を 53 団体（26%）が規定している。 










償還の規定があるのはそれぞれ 2 団体のみである。 
 ⑧ 長期資金調達における利子シミュレーションの手続規定に関する不備 
利子シミューションは金融環境の変化に対応した借入方式ごとの利子負担を比較す




るのはいずれも 3 団体である。起債残高抑制の規定があるのは 1 団体のみであるが、
臨時財政対策債は抑制対象から除かれている。 













による投資制限」を 20 団体（10%）が定めている。 
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になる。債券購入時期の分散は 26 団体（13%）が定めている。 
  債券取引の引き合い規定は 44 団体（22%）が定めている。 
 ⑮ 情報伝達に関する不備 
資金調達管理規程制定 27 団体のうち、「内部規程」24 団体（89%）がきわめて多く、
資金調達管理規程を非周知の団体は 21 団体（77%）ある。資金運用管理規程制定 243
団体のうち、「内部規程」220 団体（91%）がきわめて多く、資金運用管理規程を非周
知の団体は 189 団体（78%）である。このように、資金調達管理規程および資金運用
管理規程において、告示等を要さない内部規程が約 9 割あり、約 8 割が周知されてい
ない。 
また、起債利子負担率の算定を行っているのは、16 団体（5%）であり、そのうち
11 団体は公表していない。資金運用利回りは、歳計現金・歳入歳出外現金は 63 団体
（19%）、基金は 96 団体（29%）が算定し、うち 2 団体は複数年度での資金運用利回
りを算定している。そのうち資金運用利回りを公表していない団体は 56 団体ある。 
 資金管理規程公表は 6 団体（3%）が規定し、資金調達利子負担率の算定・公表は







 ⑯ モニタリングに関する不備 
資金管理アンケートでは、資金調達管理規程または資金運用管理規程を制定してい
る地方自治体のうち、資金管理規程の遵守に関する監視は、監査委員 139 団体（57%）、
議会 22 団体（9%）、および外部有識者委員会等 3 団体（1%）により行われている。












































 ERM フレームワークでは、「ERM が有効であるかどうかを決定することは、8 つの構
成要素が存在し適切に機能しているかどうかを評価した結果からの判断である。したが



















ことが必要である。そこで、図表 8－7 で示す ERM の構成要素に沿って、8 つの構成要
素を概観し、次項以降において、ERM 構成要素に関して資金管理基本方針に記載すべき
事項を示すものとする。 




































 ⑤ リスクの対応 
リスクを評価した後のリスクに対する対応策の決定である。リスクの対応策は、リ
スクの回避（Avoidance）、低減（Reduction）、共有（Sharing）、および受容（Acceptance）















































   クへの対応の前提となる。 
ⅱ 目的は、リスク許容度の水準を決定するリスク選好とその方向性を合 

















































 ERM の構成要素の存在の有無や機能を評価する。 
ⅰ 継続的モニタリング活動 通常の業務活動の中に組み込まれ実施 
 される。リアルタイムに実施され、変化する状況にダイナミックに 
 反応する。 
ⅱ 独立的評価 ERM の有効性に焦点を当てて、継続的モニタリン 
 グ活動の有効性が持続しているかを検討する。 
ⅲ 欠陥の報告 ERM の欠陥は上層部へ報告され、深刻な事態はト 
 ップマネジメントと取締役会へ報告される。 
出所：The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, Enterprise Risk 

































を行う規定は 20 団体（10%）が定めおよび外部専門家の意見を取り入れる規定は 17 団
体（9%）が定めているが、いずれも少ない。 


















する規定は 86 団体（43%）にある。 
 

















織（会計課等）が一時借入を所管している 102 団体（32%）のうち 67 団体（66%）に権
限を分掌させる規則が整備されていない。会計管理者補助組織（会計課等）が基金運用















































































































































 ① 信用リスクへの対応 
 個々の金融商品元本の確実な保全のため、安全な金融商品の選択、預金保護のた
めのペイオフ対策、取引金融機関経営健全に留意する。 
 ② 流動性リスクへの対応 
 必要なときに必要な資金を調達するために、資金の一括運用、市場金利を反映す
る短期資金調達、および償還期間の適切な設定を行う。 


































出所：The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission, Enterprise Risk 











 ① 信用リスク 投資資金回収の不確実性 
 ② 流動性リスク 資金繰りの不確実性 
 ③ 金利リスク 市場金利変動の不確実性による保有債券価格変動の不確実性及び
クーポン（利息）の再投資収入の不確実性 
 ④ 為替リスク 外貨建ての金融商品の為替変動によって予期せぬ損益が生じる不
確実性 
 ⑤ 不正・誤謬リスク 資金管理に存在する不正と誤謬の不確実性 
2 リスクの対応 
 ① 回避 リスクを引き起こす活動から撤退する。 
 ② 低減 リスクの発生可能性、影響度、あるいは両方を低減させる行動をとる。 
 ③ 共有 リスクの移転またはリスクの一部分を共有することで、発生可能性または
影響度を削減する。 




























手続書」の基準により、年 1 度、実地指導を行う。 
 ② 地方公営企業管理者は、企業出納員に委任して、現金取扱員の現金取扱いについ  
  て、「現金取扱い手続書」の基準により、年 1 度、実地指導を行う。 
 ③ 長は内部組織に命じて、準公金を管理する職員の現金取扱いについて、「現金取扱 
  い手続書」の基準により、年 1 度、実地指導を行う。 
 ④ ①から③による、「現金取扱いに関する実地指導調書」は監査委員に提出する。 


































































































































































































  出所：筆者作成。 
 







1 果実運用型基金 収益を積み立てることなく、特定の目的のための事務事業の財 
 源として歳入予算に計上して充当する。 
2 積立型基金 積立てた原資金と収益を、特定の目的のため処分するときは、歳入 
 予算に計上して繰り入れる。 
3 定額運用基金 特定の目的のため、基金から直接貸付け、及び当該基金に直接償 
 還させる等、原資金の範囲内で歳入歳出予算に関係なく経理する。 


































































1 債券価格の決定 債券価格は同一銘柄債券のクーポン（表面利率）と市場利回 
 りの差異の調整として決定される。 
債券単価＝｛（100 円＋クーポン（表面利率）×残存年数）÷（100 円＋市場利回り 



























図表 8－21 資金調達利子負担率および資金運用利回りの算定手続 
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平成 28 年 6 月 30 日（木）までに大分県電子申請システムによりご送付ください。 






※問合せ先 大分県国東市役所会計課 益戸健吉 











貴団体名          全国地方公共団体コード          
団体種別  （1.都道府県 2.政令市 3.中核市 4.旧特例市 5.特別区 6.市 7.町村） 
部署名           ご担当者名                





② いいえ   
回答欄   
 
 Q2 総合計画「実施計画」において「資金運用」が事業として位置づけられていますか。 
① はい 
② いいえ   




①  資金調達と資金運用を一つの管理規程にまとめている 
②  資金調達の単独の管理規程がある 
③  資金運用の単独の管理規程がある     ⇒ Q7 へお進みください 
④  ない      ⇒ Q11 へお進みください 
回答欄   
 
Q4 資金調達管理規程はどのような形式で定められていますか。  
  ① 条例 
  ② 告示規程：規則、方針、基準等 
  ③ 内部規程：方針、基準、要綱、マニュアル等 
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回答欄   
 
Q5 資金調達管理規程の周知はどのように行っていますか。 【複数回答可】  
① ホームページ等で周知 
② 議会議決及び告示：条例 
③ 告示： 規則等 
④ 非公表  
⑤ その他 
回答欄   「⑤その他」を選択の場合、その内容： 
      
 





回答欄   「④その他」を選択の場合、その内容： 
      
   
Q7 資金運用管理規程はどのような形式で定められていますか。  
① 条例 
② 告示規程：規則、方針、基準等 
③ 内部規程：方針、基準、要綱、マニュアル等  
回答欄   
 
Q8 資金運用管理規程の周知はどのように行っていますか。 【複数回答可】 
① ホームページ等で周知 
② 議会議決及び告示：条例  
③ 告示：規則等  
④ 非公表  
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⑤ その他  
回答欄   「⑤その他」を選択の場合、その内容： 







回答欄   「④その他」を選択の場合、その内容： 








回答欄   「③その他の機関」を選択の場合、その内容： 











回答欄   
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① ある       ※「行政組織規則」または「会計管理者補助組織設置規則」 
② ない 
※行政実例 S39.4.28 自治行第 52 号 富山県総務部長宛行政課長回答 
（問）「収入役の事務を補助する職員に長の事務を補助執行させるとすれば、「収入役
の補助組織に関する規則」と「市役所組織規則」のいずれに「会計課に分掌させる長
の事務を明記」するのが適当か」        （答）前段のとおり 
 








  Q14 資金運用はどの部門が分掌していますか。 
①長に属する権限を分掌する組織（財政課等）     ⇒ Q16 へお進みください 
②会計管理者補助組織（会計課等）  
回答欄   
 
Q15 長の運用権限を会計管理者補助組織（＝会計課等）に分掌させる規則がありますか。 








② 一般会計、特別会計 1 口座、歳入歳入歳出外現金 1 口座、基金別口座で出納管理 
回答欄   
回答欄   
回答欄   
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③ 一般会計、特別会計、歳入歳入歳出外現金 1 口座、基金別口座で出納管理 
④ 一般会計、特別会計、歳入歳入歳出外現金、基金 1 口座で出納管理 
回答欄   
 
Q17 会計管理者が行う資金繰りの方法を 3 つ以内選択してください。 
① 基金繰替運用   





⑦ 債券券売り現先取引   
⑧ 債券貸借取引 
⑨ グループファイナンス（＝公営企業又は外郭団体からの借入）  
⑩ その他 
回答欄   「⑩その他」を選択の場合、その内容： 




① 利子補給、保証料助成              
② 金融機関への預託金              
③ その他  
（平成 26 年度） 
回答欄 ③「その他」選択の場合 内容： 
番号① 千円 番号③ 千円 
番号② 千円   
 
Q19 土地開発公社を設置していますか。 
   ① 設置している 
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   ② 設置していない             ⇒Q22 へお進みください 




② ない   ⇒Q22 へお進みください  
回答欄   
 
Q21 土地開発公社の借入先を選択し借入金額（平成 26 を年度）を記入してください。 





回答欄 ④「その他」選択の場合 内容： 
番号① 千円 番号③ 千円 
番号② 千円 番号④ 千円 
 
5.資金調達 
 Q22 起債残高に対する利子負担率を算定していますか。  
① はい 
② いいえ      ⇒ Q25 へお進みください 
 
 





回答欄   
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回答欄   「④その他」を選択の場合、その内容： 
      
※起債平均残高：（当初残高＋期末残高）/2  左記以外の算定でもかまわない 
 










Q25 借入において、最も重視している観点を 3 つお選びください。 【複数回答可】 
① ※世代間の公平  
② 公債費負担の平準化（＝公債費が特定の年度で大きくならない） 
③ 支払利息削減   
④ 債務早期償還  
⑤ 安定的な資金調達 
⑥ 前例又は近隣の自治体の動向 
⑦ その他  
   ※世代間の公平 ：償還期間については、なるべく当該施設の耐用年数と一致してい
ること『地方債（平成 26 年改訂版）』（地方財務協会） 
回答欄   「⑦その他」を選択の場合、その内容： 
      
 
回答欄   「⑥その他」を選択の場合、その内容： 
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Q26 据置期間の設定の考え方を選択してください。  
① 据置期間は借入先の上限期間 
② 起債施設を供用するまでの期間 







① はい   
② いいえ  
回答欄   
 
Q28 銀行等引受債の場合、どのような借入方式を選択していますか。 【複数回答可】 
① 変動金利方式     
② 金利見直し方式     ⇒ Q31 へお進みください 
③ 固定金利方式      ⇒ Q32 へお進みください 
④ その他             ⇒ Q32 へお進みください 
⑤ 借入がない         ⇒ Q34 へお進みください 
回答欄   「⑤その他」を選択の場合、その内容： 
      
 
Q29 変動金利方式による借入を始めた時期についてお聞きします。  
① 2006 年度以降 
② 1996 年度以降 
③ 1986 年度以降 
回答欄   「⑤その他」を選択の場合、その内容： 
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④ 1985 年度以前 
回答欄   
 





Q31 金利見直し方式の「見直し金利」の約定についてお聞きします。  
① 国債、共同発行市場公募地方債、スワップレート等の市場金利を基礎に決定する 
② プライムレート等を基礎に決定する 
③ 見直しの基礎に関する約定がない   
④ その他 
回答欄   「④その他」を選択の場合、その内容： 
      
 
Q32 銀行等引受債の場合、どのような調達手続を選択していますか。 【複数回答可】 
① 随意契約（相対）方式 
② 入札（引合い）方式             ⇒ Q34 へお進みください  
③ その他                         ⇒ Q34 へお進みください 
回答欄   「③その他」を選択の場合、その内容： 






回答欄   「③その他」を選択の場合、その内容： 
      
A 変動金利方式による借入残高 千円 




  Q34 資金運用の利回りを算定している資金を選択してください。 【複数回答可】 
① 歳計現金・歳入歳出外現金 
② 基金 
③ 算定していない          ⇒ Q37 へお進みください 
回答欄   
 
Q35 資金運用利回りの算定方法を選択してください。 【複数回答可】 
① 資金平均残高に対する運用収入（収益）の割合 










Q37 預金以外の運用商品がありますか。 【複数回答可】 
① 預金のみの運用           ⇒ Q41 へお進みください 
② 国内公共債               
③ その他の運用商品          ⇒ Q41 へお進みください 
回答欄   「③その他」を選択の場合、その内容： 
      
回答欄   「④その他」を選択の場合、その内容： 
      
回答欄   「③その他」を選択の場合、その内容： 





② 利息収入に売却収入を加味する基本原則である  
③ 短期間での債券売買が基本原則である  





⇒ Q41 へお進みください 
③ オーバーパー債券を購入しない         ⇒ Q41 へお進みください 
※・オーバーパー債券：購入価格が額面より高い債券 
・パー債券： 購入価格が額面と同額の債券  
・アンダーパー債券：購入価格が額面より低い債券         






回答欄   
 
7. 資金運用（歳計現金・歳入歳出外現金） 
Q41 平成 26 年度「歳計現金・歳入歳出外現金」平均残高と運用収入をご記入ください。 
A※ 歳計現金・歳入歳出外現金平均残高 千円 
B 運用収入 千円 
※A 歳計現金・歳入歳出外現金平均残高 ：日々平均残高又は月末平均残高 
回答欄   「④その他」を選択の場合、その内容： 
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Q42 歳計現金・歳入歳出外現金の運用期間をお聞きします。  
① 1 年以内、又は一会計年度以内の短期運用に限定している 
② 1 年を超える預金運用を行っている 
③ 10 年以内債券で運用を行っている    ⇒ Q44 へお進みください 
④ 10 年を超える債券で運用を行っている       ⇒ Q44 へお進みください 
⑤ その他 
回答欄   「⑤その他」を選択の場合、その内容： 









   ③  その他 
回答欄   「③その他」を選択の場合、その内容： 





 ※ 財産維持型・積立型基金：財政調整金等の積立基金や果実運用型基金 
 ※ 定額運用基金：予算を通さずに基金から直接に貸付や売買等を行う基金 
 
Q45 基金の運用手法について、お聞ききします。  
① 個々の基金毎の資金運用 
② 一部の基金の資金を統合した運用 
③ すべての基金の資金を統合した運用  





回答欄   
 
Q46  公営企業会計の資金を一般会計が受託して運用を行っていますか。 
① はい  
② いいえ       ⇒ Q48 へお進みください 







回答欄   「④その他」を選択の場合、その内容： 
      
 
Q48 外郭団体会計の資金を一般会計が受託して運用を行っていますか。 
① はい  
② いいえ         ⇒ Q50 へお進みください 
回答欄   
 




④ その他   
回答欄   「④その他」を選択の場合、その内容： 
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Q50 平成 26 年度「※基金平均残高」と「運用収入」についてお聞きします。    
A※ 基金平均残高 千円 
B 26 年度基金運用収入 千円 




 Q51 資金調達・運用に関わる職員に専門研修を行っていますか。 【複数回答可】 
① 資金調達担当職員に半日実施          ② 資金調達担当職員に 1 日実施 
③ 資金調達担当職員に 2 日実施          ④ 資金調達担当職員に 3 日以上実施 
⑤ 資金運用担当職員に半日実施          ⑥ 資金運用担当職員に 1 日実施 













回答欄   
回答欄   「④その他」を選択の場合、その内容： 
      
回答欄  
































































都道府県 47 37 4 32 4 32 4
政令市 20 15 15 1 14 1
中核市・
旧特例市
84 66 1 65 2 64
特別区 23 13 2 10 3 9 1 2
市 196 124 6 118 9 114 1 3 1
町村 227 69 1 68 1 68



















































































































































都道府県 37 1 3 35 1 4 2 2 4 3 2
政令市 15 2 15 1 1 1 1 2 2 1
中核市・
旧特例市
66 2 1 59 5 3 1 2 3 3 2
特別区 13 13 12 1 13 13 13 13
市 124 3 86 35 2 1 1 2 1 3 3 3
町村 69 2 28 39 2 2 2 2 1





















































































































都道府県 37 1 35 11 1 25 36 35 13 15 8 1 20
政令市 15 15 5 11 15 14 4 8 2 2 6
中核市・
旧特例市
66 2 59 6 1 54 61 56 24 1 34 5 28
特別区 13 12 6 6 12 12 10 2 2
市 124 14 75 5 15 70 88 83 37 1 51 2 38
町村 69 6 24 3 5 23 30 27 11 21 3 9




















































































都道府県 37 22 15 5 10 37 14 23 7 16
政令市 15 14 1 1 15 9 6 6
中核市・
旧特例市
66 56 10 4 6 66 15 51 5 46
特別区 13 5 7 1 3 4 13 13 3 10
市 124 80 44 18 26 124 30 94 8 86
町村 69 44 25 4 21 69 16 53 1 52
































































































































































都道府県 37 2 1 22 12 31 5 7 26 8 1 6
政令市 16 2 6 8 14 4 5 5 1 1 1
中核市・
旧特例市
66 3 2 41 20 60 2 18 19 17 2 7 2
特別区 13 1 11 1 13 2 2 1
市 124 26 4 78 16 118 6 33 17 13 3 12 12 2
町村 69 29 6 29 5 64 7 22 3 3 5 3 1






























































































































都道府県 37 23 1 28 12 1 1 2 482 757 61,607 70 323 543
政令市 15 8 11 1 1 244 19,249 253
中核市・
旧特例市
66 52 54 4 3 1 2 82 3,108 26 35
特別区 13 12 6 1 424 1,800
市 124 78 83 1 2 7 2 13 295 1 0.5
町村 69 32 23 26 2 4 39



















































































































































政令市 15 8 7 8 3 7 1 1 6,255 11,919 5,246 公社債 13,000
中核市・
旧特例市





特別区 13 11 2 9 2 9 1 6 1 4,160 1,612 6,111 353
市 124 71 53 54 17 11 3 31 13 550 1,307 2,164 663
町村 69 25 44 13 12 3 1 8 3 255 94 300 327




















































































































都道府県 37 3 34 3 1 1 1
政令市 15 3 12 3 3
中核市・
旧特例市
66 1 65 1 1
特別区 13 1 12 1 1
市 124 5 119 3 3 4 1
町村 69 3 66 1 3 2 1






















































































都道府県 37 15 31 30 27 6 1 1 1
政令市 15 12 4 14 1 11
中核市・
旧特例市
66 52 42 49 4 32 3 7 1 1
特別区 13 12 12 8 1 3
市 124 81 80 92 26 50 10 5
町村 69 47 47 35 10 32 2 4 1












※6 その他：（据置期間）都道府県＝新発債原則 5 年、政令市＝5 年据置 25 年償還、中
核市・旧特例市＝据置 3 年または原則据置 2 年、市＝前例。今後は借入額により「措




































































































都道府県 37 16 13 6 4 1 7 6 2 1
政令市 15 4 5 2 4 2 1 4 4 1 3 1 1
中核市・
旧特例市
66 38 11 3 10 12 1 33 10 2 6 7 1
特別区 13 7 1 2 7 1 1
市 124 62 14 17 15 15 5 2 48 10 8 8 8 4 2
町村 69 56 2 4 7 1 2 1 39 2 3 5 1







































































都道府県 37 16 21 7 7 2 1
政令市 15 7 8 1 3 2 3 1
中核市・
旧特例市
66 15 51 10 4 3 2
特別区 13 13
市 124 42 82 10 7 6 8 8 3 1
町村 69 12 57 9 1 1 3
































































































都道府県 37 5 8 34 3 1 3.25
政令市 15 3 1 15 1 2 0.98
中核市・
旧特例市
66 24 52 1 1
特別区 13 13
市 124 3 40 104 2 1 1 1 8.35
町村 69 16 52 10




















































































































































































































都道府県 37 6 1 1 35 21 1 33 2
政令市 15 1 11 14 3 10 1
中核市・
旧特例市
66 17 1 1 1 4 36 52 27 6 1 1 1
特別区 13 13 13
市 124 11 10 1 18 29 116 13 12 2 1 1
町村 69 4 3 9 15 43 1 9 6


















































































































都道府県 38 24 25 13 24 1 1 9 16
政令市 16 6 10 5 11 5 6
中核市・
旧特例市
66 13 15 51 14 10 2 1 1 1
特別区 13 6 10 3 6 3 6 3 1
市 124 12 24 100 18 1 2 16 2 1 1 1
町村 69 2 12 57 11 10 1


















































































都道府県 38 8 31 1 1 1 30 1
政令市 16 4 12 1 1 11 1
中核市・
旧特例市
66 26 42 2 1 39 2 1
特別区 13 1 12 1 10 2
市 124 57 68 1 2 52 13 1 2
町村 69 42 25 1 2 15 10
































































都道府県 38 14 8 9 12 2
政令市 16 2 5 5 1 1
中核市・
旧特例市
66 11 10 21 10 1
特別区 13 4 2 6 2 1
市 124 8 13 47 6 2
町村 69 3 5 17 2 1


























































都道府県 37 88,788 52,816 0.07 33 2 3
政令市 15 28,118 20,546 0.09 15
中核市・
旧特例市
66 8,320 5,425 0.06 64 1 1
特別区 13 10,436 2,292 0.02 13
市 124 2,617 1,804 0.06 119 2 3
町村 69 748 360 0.04 64 2 2 1
































利回り 0 ～0.05% ～0.1% ～0.15% ～0.2% ～0.3% ～0.6% ～0.9% ～1.2% ～1.5% 合計















































都道府県 37 29 4 1 1
政令市 15 12 3 1
中核市・
旧特例市
66 51 13 1 1
特別区 13 5 6 2
市 124 92 23 1 4
町村 69 46 12 7















































































都道府県 38 33 2 14 14 9 2 36 2
政令市 16 28 2 4 3 9 2 14 2
中核市・
旧特例市
66 20 2 29 26 11 3 63 2 1
特別区 13 12 2 5 1 7 13
市 124 18 2 66 29 29 3 121 1 2
町村 69 15 2 49 10 10 2 67 2










































都道府県 38 38 293,816 895,596 0.25
政令市 16 16 137,186 665,352 0.37
中核市・
旧特例市
66 66 23,646 39,334 0.16
特別区 13 13 64,855 102,736 0.16
市 124 2 122 1 1 10,484 33,602 0.27
町村 69 69 3,867 11,973 0.22









































利回り 0 ～0.05% ～0.1% ～0.15% ～0.2% ～0.3% ～0.6% ～0.9% ～1.2% ～1.5% ～1.8% ～2.1% ～2.8% 合計

















都道府県 37 2 2 3 1 3 2 4 24
政令市 15 3 1 2 1 1 1 10
中核市・
旧特例市
66 3 8 1 1 1 4 11 6 42
特別区 13 3 1 2 7
市 124 6 5 5 2 5 5 9 3 95
町村 69 1 1 1 2 1 1 1 63










都道府県 37 7 10 32 1 4
政令市 15 2 14 1
中核市・
旧特例市
66 1 58 1 8
特別区 13 4 9 1 2
市 124 3 2 104 1 18
町村 69 50 19



































































































































































都道府県 37 4 1 1
政令市 15 4 1
中核市・
旧特例市
66 11 3 2 1 1
特別区 13 3
市 124 8 2 2 1 1 1
町村 69 5 4 2





















① ② ③ 合計 　 ② ③ ④ ⑤ ⑥ 合計 ① ② ③ ④ ⑤ 合計
都府県 20 9 29 1 15 11 2 29 14 12 1 1 1 29
政令市 11 1 12 3 6 3 12 2 5 4 1 12
中核市・
旧特例市 33 19 1 53 2 23 26 2 53 22 13 4 10 4 53
特別区 9 9 9 9 7 2 9
市 51 23 74 3 24 47 74 48 4 4 17 1 74
町村 14 9 23 2 5 16 23 15 2 6 23





























① ② ③ ④ ⑤ 合計 ① ② 合計
都府県 25 2 1 1 29 11 18 29
政令市 9 2 1 12 1 11 12
中核市・
旧特例市
51 2 53 11 42 53
特別区 9 9 2 7 9
市 62 1 6 5 74 20 54 74
町村 19 4 23 8 15 23

























① ② 合計 ① ② 合計 ① ② 合計
都府県 8 21 29 3 26 29 6 23 29
政令市 7 5 12 1 11 12 1 11 12
中核市・
旧特例市
18 35 53 7 46 53 3 50 53
特別区 5 4 9 9 9 4 5 9
市 30 44 74 7 67 74 3 71 74
町村 9 14 23 2 21 23 23 23















① ② ③ ④ ⑤ 合計 ① ② ③ ④ 計
都府県 25 3 1 29 5 18 6 29
政令市 8 3 1 12 4 7 1 12
中核市・
旧特例市
40 10 2 1 53 6 34 13 53
特別区 9 9 7 2 9
市 45 2 18 6 3 74 2 9 27 36 74
町村 13 3 4 2 1 23 2 4 8 9 23

















① ② ③ ④ ⑤ 合計 ① ② ③ ④ 合計
都府県 12 2 15 29 1 2 1 25 29
政令市 2 1 9 12 2 1 9 12
中核市・
旧特例市
20 2 31 53 3 3 7 40 53
特別区 1 8 9 9 9
市 18 5 1 50 74 1 2 71 74
町村 1 6 16 23 23 23




































① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計
都府県 3 26 29 3 26 29 3 26 29
政令市 2 10 12 2 10 12 2 10 12
中核市・
旧特例市
2 51 53 2 51 53 2 51 53
特別区 9 9 9 9 9 9
市 2 2 70 74 1 3 70 74 2 2 70 74
町村 2 21 23 2 21 23 2 21 23



















① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計
都府県 3 26 29 3 26 29 1 2 26 29
政令市 2 10 12 2 10 12 2 10 12
中核市・
旧特例市
2 51 53 2 51 53 2 51 53
特別区 9 9 9 9 9 9
市 4 70 74 4 70 74 4 70 74
町村 2 21 23 2 21 23 2 21 23





























① ② 合計 ① ② 合計 ① ② 合計
都府県 13 16 29 22 7 29 23 6 29
政令市 4 8 12 11 1 12 7 5 12
中核市・
旧特例市
7 46 53 50 3 53 43 10 53
特別区 4 5 9 8 1 9 8 1 9
市 11 63 74 58 16 74 44 30 74
町村 3 20 23 17 6 23 13 10 23














① ② ③ ④ ⑤ 合計 ① ② 合計 ① ② ③ 合計
都府県 21 3 2 3 29 6 23 29 2 27 29
政令市 9 1 1 1 12 2 10 12 2 10 12
中核市・
旧特例市
45 1 1 6 53 4 49 53 2 51 53
特別区 7 1 1 9 3 6 9 9 9
市 54 1 2 2 15 74 4 70 74 8 65 1 74
町村 19 1 3 23 1 22 23 6 17 23





















① ② ③ ④ ⑤ 合計 ① ② 合計 ① ② ③ 合計
都府県 1 7 6 15 29 4 25 29 7 1 21 29
政令市 2 2 1 2 5 12 12 12 7 5 12
中核市・
旧特例市
10 11 7 25 53 53 53 25 4 24 53
特別区 2 2 3 2 9 2 7 9 3 6 9
市 11 10 10 1 42 74 2 72 74 17 2 55 74
町村 6 5 5 7 23 1 22 23 5 3 15 23



































① ② 合計 ① ② 合計 ① ② 合計
都府県 29 29 9 20 29 9 20 29
政令市 12 12 6 6 12 5 7 12
中核市・
旧特例市
1 52 53 3 50 53 15 38 53
特別区 9 9 3 6 9 2 7 9
市 3 71 74 5 69 74 9 65 74
町村 4 19 23 23 23 4 19 23














① ② 合計 ① ② 合計 ① ② 合計
都府県 1 28 29 29 29 5 24 29
政令市 12 12 12 12 1 11 12
中核市・
旧特例市
1 52 53 53 53 3 50 53
特別区 1 8 9 9 9 2 7 9
市 3 71 74 1 73 74 3 71 74
町村 23 23 23 23 2 21 23





















① ② 合計 ① ② 合計
都府県 29 29 14 15 29
政令市 12 12 2 10 12
中核市・
旧特例市
53 53 21 32 53
特別区 9 9 3 6 9
市 74 74 36 38 74
町村 2 21 23 10 13 23
合計 2 198 200 86 114 200
議会または監査委員に対する報告の規定は極めて少ない。
１．議会または監査委員に
対する「資金管理規程」ま
たは「資金管理実績」報告
①ある
②ない
 
２．庁内資金管理委員会
①ある
②ない
